




























































多くの方々は、人々はそんなに合理的には行動していない
とか、本当にライフサイクル理論が成り立つのだろうかとい
う疑問を持つと思います。実際、経済学者も1980年代から
さまざまな研究をしてきました。「過剰反応テスト」と呼ばれ
る、人々が予想可能な所得の変動に対する消費の変化をテス
トする検証が一大ブームになりました。1990年代から2000
年代にかけて、この過剰反応テストはライフサイクル理論の
実証研究の代名詞になっていました。

典型的な事例が、私とミシガン大学のMelvin Stephens
教授が一緒に行った研究です。公的年金の支給頻度が消費
に及ぼす変化を見たものです。昔は、公的年金は年に4回、
3カ月に一度支給されていました。それが1990年以降に年6
回、1カ月おきの年金支給になりました。月々で見れば大きな
所得変動がある中で、その変動に応じた消費の増減を検証し
たものです。

現実の経済には季節性があるので増減要因を特定するの
は難しいのですが、例えば同じ高齢者の昔と今の4月と5月
の消費の変化率を比較したところ、昔は年金が支給された5
月に消費が増えていました。しかし、5月が支給月でなくなっ
た一方で4月が支給月になると、変化増加が見られなくなり
ました。昔は支給月で、今はそうでなくなった11月も、同様の
傾向が見られます。

これは、人々がお金をもらうタイミングによって消費行動
を変化させることを示します。とはいえ、その変化の度合いは
小さい。従って、ライフサイクル理論は厳密には成り立たない
かもしれませんが、おおむね人々は合理的で、9割9分、人々
はこのように消費を決めているということを示しています。

流動性制約と消費刺激策の有効性

一方で、海外に目を向けると、ライフサイクル理論から大き
く逸脱する人がいることが知られています。消費刺激策とし
て給付金等を配ると、それをほぼ使ってしまう人が経済全体
でみると5割ほどになると言われています。日本では、特別定
額給付金を配ったケースでも、支給額の10%程度の人しか使
わないという結果になっています。

米国でライフサイクル理論から逸脱する者が多く出てくる
要因として、人々の流動性制約があります。流動性制約とは、
お金を持たず、担保を用意できないような人はお金が借りら
れないということです。

ライフサイクル理論の検証
ライフサイクル理論というのは、消費を一定に保とうとする

人々の行動を描写しています。それは一生の消費水準で決ま
ります。例えば、将来大幅に所得が伸びると分かっている人
は高めに消費水準を設定しようとしますが、若い時には所得
がまだ低いため、お金を借りればよい、という考えになりま
す。しかし残念ながら将来稼ごうというのは個人の予想です
ので、銀行に行ってもお金は貸してもらえません。

するとお金がない間は、自分が稼いだお金の範囲でしか生
活ができません。将来稼げることは分かっているので、貯蓄
をしない。もし人々がこういう生活をしているなら、急にお金
が入ってきたときに消費するというのがあり得ると言われて
います。

その意味では、ライフサイクル理論もある種の拡張をすれ
ば、ケインズ型消費関数に似た性質を導けるという理論研究
があるのですが、日本ではそのようなお金のない人は10%く
らいしかいないので、ライフサイクル理論で消費の動きが説
明でき、世界的に見ても、ライフサイクル理論からの逸脱が
非常に小さいことが分かってきています。

ライフサイクル理論の現在地

今、ライフサイクル理論の研究では、この流動性制約がな
ぜ起きるのか、人々がなぜ合理的でないのかについて、行動
経済学を応用して説明しようという研究が行われています
が、今のところはかばかしい成果が出ていません。

ライフサイクル理論の現在地をお示しするとすれば、世の
中の9割の消費行動というのはライフサイクル理論で決まっ
ているということです。日本について言えば、流動性制約は
重要な問題ではありません。生涯可処分リソースが変動しな
いような状況では消費は変動せず、変動するような局面では
消費が変動することが分かっているということです。 

（敬称略）

『現代日本の消費分析：ライフサイクル理論の現
在地』が第66回日経・経済図書文化賞、および第
45回サントリー学芸賞を受賞しました（P.1参照）。

祝
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「JIPデータベース(日本産業生産性データベース)」とは、産
業別にサプライサイドから日本の経済成長を分析するための
データベースで、経済産業研究所（RIETI）と一橋大学経済研
究所が共同でおおよそ2年に1回改訂しています。

今日は、5月末に公開した最新版の「JIPデータベース
2023」を用いて、サプライサイドから見た日本の近年の経済
成長の源泉を概観しつつ、日本の潜在成長率を引き上げるた
めの3つの課題である「非正規雇用」「労働生産性の規模間
格差（中小企業問題）」「外国人労働の受け入れ」についてお
話ししたいと思います。

まず、GDP成長率を、「総労働時間の増加」「労働の質の向
上」「労働時間あたり資本投入増加」と、残差として計算され
る「全要素生産性 (TFP)上昇」に分解しました。これが成長会
計分析という手法です。

労働の質について、企業が高い賃金で人を雇う場合、それ
だけその人たちの生産への寄与が高いと経済学では考える
ので、高賃金を得るタイプの労働が増加することで労働の質
の上昇を測ります。賃金の上昇で見れば、高賃金の業種・職
種の就業が増えたことによって平均賃金が上昇した場合を労
働の質の上昇と考えます。従って、労働の質が上昇した分だけ
平均的な賃金が上昇していると考えることもできます。TFPは、
一国全体の平均的な技術水準や資源配分の効率性と密接な
関係があることが知られています。

注目すべきは、労働時間あたりの資本投入増加の寄与も労
働の質上昇の寄与も最近は非常に停滞し、総労働時間も生産
年齢人口の減少等を反映して低下傾向にあるということです。

1994年から2021年までの要因分解の推移を累積値の形
で見ると、2021年の労働生産性は1994年と比較して約35%
上昇し、実質GDPも2割強増加していることが分かります。し
かし、この労働生産性の上昇を分解すると、2010年頃まで堅
調だった労働の質の上昇と資本投入増加の寄与の両方が、そ
れ以降、停滞しています。この2つの停滞が、2010年以降、日
本で経済成長が減速した大きな原因です。

TFPの計測は内閣府でもされていますが、労働の質を計測
せず、この寄与が彼らのTFPに含まれているため、TFPの上昇
の停滞が技術や資源配分の問題なのか、それとも企業が高賃
金の職を作り出していないことによるのかを区別することが
できませんでした。それをJIPデータベースで区別することで、
労働の質の停滞が重要であることが見えてきました。

成長戦略を考える際に重要な各国の「潜在成長率」は、「総
労働時間の増加率」「労働の質の上昇率」そして「TFP上昇率
を労働分配率で割った値（ハロッド中立的な技術進歩率）」の
3つの和として規定されます。

新古典派経済成長論では、資本蓄積は内生変数で、労働の

労働の質の停滞

日本経済は、現在、人口減少や有形資産投資の減少、非正規雇用の増加、熟練労働者の退職などの問題に直面しており、
中国や他のアジア諸国の追い上げにより企業の国際競争力も低下している。RIETI東アジア生産性プロジェクトチーム
と一橋大学経済研究所は、2023年5月末に、こうした産業構造分析の基礎資料である「JIPデータベース」の最新版を公
開した。本講演では、これらの最新データ分析を基に、非正規雇用、労働生産性の規模間格差、外国人労働の受け入れと
いった課題、そして日本の潜在成長率を引き上げるための方策について、深尾京司一橋大学経済研究所特命教授・同大
学名誉教授に解説いただいた。

このセミナーの
動画をウェブサ
イトでご覧にな
れます。

BBL（Brown Bag Lunch）セミナーでは、国内外の識者を招き講演を行い、さまざまな政策について、政策実務者、アカデミア、産業界、ジャーナリスト、外交官ら
とのディスカッションを行っています。所属・役職は講演当時のものです。

BBL セミナー開催報告

2023 年 7 月 7 日開催

日本の潜在成長率向上に何が必要か： 
JIPデータベース2023を使った分析
スピーカー

コメンテータ

モデレータ

深尾 京司　RIETIプログラムディレクター・ファカルティフェロー（一橋大学経済研究所 特命教授／一橋
大学 名誉教授／日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所長）

梶 直弘　（経済産業省経済産業政策局 産業構造課長）

水野 正人　RIETI研究調整ディレクター

近年のわが国経済成長の源泉
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質の上昇や労働時間の増加および技術進歩が牽引して資本
蓄積が行われると考えます。従って、それら3要因によって長
期的な潜在成長率を測ることができます。例えば労働の質が
上昇すると、資本の収益率が高まり、資本蓄積が後からつい
てくることになります。
国立社会保障・人口問題研究所(社人研)の推計によると、
2023～2033年の生産年齢人口の増加率と総労働時間の
増加率が同じと仮定した場合、総労働時間は年率マイナス
0.7%になります。そして労働の質の上昇が2010年から2020
年の実績と同等ならば、年率マイナス0.14%、TFPの上昇率も
2010年から2020年の実績と同等と仮定した場合、ハロッド
中立的な技術進歩率は年率プラス1%になると予想されます。
以上の想定の下では、今後10年間の潜在成長率は年率0.16％
ということになります。
潜在成長率に関する以上の想定について、注意すべき点を
2つ補足したいと思います。まず、過去10年は生産年齢人口
の推移が減少する中、女性や高齢者による労働が増えたこと
を背景に、足元の就業者数は増加しました。一方、これによっ
て非正規雇用や賃金率の低い女性の就業が増え、労働の質が
下落しました。しかし今後このような状況は続かないようにも
思われます。なお、資本蓄積の低迷も深刻で、資本ストックを
GDP比率で割った資本係数は、他の先進諸国ではこの値が上
がっているのに対して、日本は2000年代半ばから長期的に下
落傾向にあります。これは、資本蓄積が後から付いてくるとい
う先述した新古典派成長論の想定が、2000年代半ば以降の
日本では、成り立たなかったことを意味します。今後もこのよ
うな著しい投資停滞が続くか否か、注視する必要があります。

ジョルゲンソン、野村、サミュエルズらによる日米間の労働
生産性格差の源泉に関する研究を見ても、2012年時点で、日
本は1人あたりの資本装備率が低く、労働生産性は米国の6割
しかありません。また、TFPも日本は米国より2割程度低い値
です。
次にJIPデータベースを用いて、非製造業で市場経済全体の
TFP上昇への各産業の寄与を産業別で分析すると、長期にわ
たって構造的に問題なのが電気業（電力業者）で、2010年か
ら2020年にかけて、原発の停止等により日本全体のTFPの上
昇を約0.3%下落させています。
製造業では銑鉄・粗鋼と自動車産業が停滞しており、これ
は国内の生産性だけを見たものですが、自動車産業は消費
者の車離れや生産の海外移転を背景に、日本全体のTFPを

0.5%下落させています。
日本における、他の先進諸国と比較した著しいTFP水準の
低さ、他の国では類を見ない労働の質や資本係数の下落、そ
して電気業や自動車産業におけるTFPの下落といった問題は、
見方を変えれば、それらを解決することで日本経済が成長す
る余地が大きいことを示しています。
例えば、今後10年間でTFPを10%、労働の質を5%上昇さ
せ、それに見合った資本蓄積を達成すれば、労働生産性が
20%上昇するので、総労働時間が7%減少しても、実質GDP
は13%増やすことができます。

日本の就業者に占める非正規雇用の割合は約3割に達して
います。東京大学の川口大司教授らと行った分析では、正規
雇用と非正規雇用の間には大きな賃金格差がありますが、こ
の格差は生産性の格差に対応しているという結果が得られま
した。非正規労働者は教育訓練の機会も少なく、雇い止めも
あって、非正規雇用による人的資本の蓄積不足が労働の質の
低下やGDPの低迷につながっていると考えられます。
また、過半の女性が非正規雇用で働いており、育児や介護
等の生活と両立させるために非正規雇用を選んでいる人が多
いことが調査で分かっています。その意味では、生活と仕事
を両立できる、柔軟な労働環境を作る必要があります。
OECDは、成人を対象に、数的思考力、読解力、問題解決
能力を測る「国際成人力調査」を行っています。それを基に、
読解力を仕事に利用しているかという分析を川口教授がされ
ていて、その結果を日米英で比較すると、日本の女性は高い
読解力を持っているのに、その能力を仕事で活用していない
人が非常に多いという結果になっています。つまり、日本は優
秀な女性労働を活用できていないわけです。
仮に、今後10年間で全就業者に占める非正規雇用の割合を
30%から15%にして、正規雇用に移行した就業者の賃金率を
33%引き上げることができれば、10年間の経済成長が5%ポ
イント上昇することになります。

日本は労働生産性の企業規模間格差が大きい国で、従業
員数20人～49人の企業の労働生産性が250人以上の企業の
半分以下となっています。しかも小規模企業で働く人の割合
が大きく、日米で比較すると、米国では1,000人未満の企業

TFP水準の格差

非正規雇用問題

労働生産性の規模間格差
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で働く人が5割強なのに対して、日本では7割強の人が1,000
人未満の企業で働いています。
就業者1,000人以上の企業と100人未満の企業を比べると、
労働生産性は約2倍異なります。その要因は、資本労働比率
の違いとTFPの違いです。TFPの格差を小さくすれば資本の
格差はなくなっていくと考えられるので、TFPの格差を埋める
ことが重要です。そして6割から7割ほどの賃金格差も是正す
る必要があります。
傾向としては規模間の労働生産性格差が下がっているもの
の、格差はまだまだ大きいです。労働生産性と賃金の規模間
格差の原因については、労働経済学者が研究してきましたが、
大企業の方が職業訓練を活発に行ってきたこと、高偏差値大
学の卒業生のように潜在的に優秀な人材を多く雇用している
ことが、賃金格差やTFPの格差を生んでいると考えられてい
ます。
賃金の規模間格差は、大卒か高卒かといった学歴や正規労
働か非正規労働かといった就業上の地位など通常の労働属
性の規模間格差だけでは、わずかしか説明できません。実際
には測ることが難しい労働者の能力の違い、例えば出身大
学の偏差値の違いが反映している労働者の認知能力や職業
訓練の違いが大きいのではないかと思います。仮に、今後10
年で大企業と中小・中堅企業のTFP格差を現在の40%から
10%ポイント縮小して30%にできれば、10年間の経済成長を
6%ポイント増やすことができます。

社人研が4月26日に日本の将来推計人口を公表しました。
そこでは2016年から2019年の外国人流入実績に基づいて、
2022年以降の年あたりの純流入予測を6.9万人から16.4万
人に引き上げています。
年間16.4万人（そのほとんどは若い世代と考えられます）
が50年間の流入を続けると800万人となり、一方で、2070年
の日本の人口の推計は9,000万人弱ですから、ざっくり言って、
50年後には日本の人口の8%～9%が外国人になる計算です。
これは現在のフランスの外国人割合と同等です。
外国人受け入れの社会的なコストや成長への寄与というの
は、外国人の教育水準、文化的背景、労働市場がいかに外国
人を活用するか、そして外国人の子供への教育支援など、さま
ざまな要因に依存します。
最近の国勢調査のオーダーメード集計によると、日本の生
産年齢人口に占める外国人住民は平均的に日本人の住民よ
りも、大学、大学院卒の割合が高いですが、今後このような

外国人労働の受け入れ

状況が続くかも疑問です。高度人材の移民に対する各国の魅
力を比較したOECDの指標では、日本は中位に位置しておリ、
これを維持・向上させることも重要な課題です。

現在の日本の経済成長率はほぼゼロに近いものの、TFPを
上昇させ、労働の質を向上させることで潜在成長率を高める
余地はあります。それに見合う資本蓄積、そして高度外国人材
の継続的な受け入れも併せて注視していく必要があります。
現在、社会保障審議会「年金財政における経済前提に関す
る専門委員会」は、2024年春をめどに、潜在成長率などの経
済前提を調べて年金財政の健全性を検証することになってい
ます。しかし、労働の質を考慮しない成長会計では最近のTFP
上昇を過小に推計し、真の問題である労働の質の停滞を見逃
す危険があるので、こういった問題を今後政府の中で積極的
に考えていく必要があると思います。

梶：過去30年間の新自由主義的な政策を整理・分析した結果、
日本企業も含めたグローバル企業にとって魅力ある環境を作
り、国内投資→イノベーション→所得向上→国内投資といっ
た好循環を実現することが重要だと考えています。
政府が積極的に潜在需要を開拓するためには、社会課題の
解決という切り口から国内投資やイノベーションを醸成し、労
働生産性の上昇に伴って賃金の引き上げを行うことで、消費
も喚起していく必要があります。
企業の国内資本蓄積がマイナスであるというのは、これま
で企業が合理的に国内投資をしなくなった結果だったと考え
ています。政府の役割は投資を促す魅力的なビジネス環境を
作ることで、そのためには財政出動による投資促進、労働の
質向上を促すことで、マクロ経済全体のための賃上げが必要
だと思います。経済停滞してきた日本ですが、現在30年ぶり
の設備投資や賃上げが起きており、これまで停滞していたと
いうことは逆にまだ伸び代もあるということなので、ぜひ過去
の延長線上ではない日本の未来を作っていきたいと改めて感
じました。
深尾：企業は合理的に行動しているので、環境を整えること
で国内投資を増やし、質の高い職を生み出していく政策は非
常に大事です。今後もこの議論にわれわれも協力させていた
だきたいと思います。
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質の上昇や労働時間の増加および技術進歩が牽引して資本
蓄積が行われると考えます。従って、それら3要因によって長
期的な潜在成長率を測ることができます。例えば労働の質が
上昇すると、資本の収益率が高まり、資本蓄積が後からつい
てくることになります。
国立社会保障・人口問題研究所(社人研)の推計によると、
2023～2033年の生産年齢人口の増加率と総労働時間の
増加率が同じと仮定した場合、総労働時間は年率マイナス
0.7%になります。そして労働の質の上昇が2010年から2020
年の実績と同等ならば、年率マイナス0.14%、TFPの上昇率も
2010年から2020年の実績と同等と仮定した場合、ハロッド
中立的な技術進歩率は年率プラス1%になると予想されます。
以上の想定の下では、今後10年間の潜在成長率は年率0.16％
ということになります。
潜在成長率に関する以上の想定について、注意すべき点を
2つ補足したいと思います。まず、過去10年は生産年齢人口
の推移が減少する中、女性や高齢者による労働が増えたこと
を背景に、足元の就業者数は増加しました。一方、これによっ
て非正規雇用や賃金率の低い女性の就業が増え、労働の質が
下落しました。しかし今後このような状況は続かないようにも
思われます。なお、資本蓄積の低迷も深刻で、資本ストックを
GDP比率で割った資本係数は、他の先進諸国ではこの値が上
がっているのに対して、日本は2000年代半ばから長期的に下
落傾向にあります。これは、資本蓄積が後から付いてくるとい
う先述した新古典派成長論の想定が、2000年代半ば以降の
日本では、成り立たなかったことを意味します。今後もこのよ
うな著しい投資停滞が続くか否か、注視する必要があります。

ジョルゲンソン、野村、サミュエルズらによる日米間の労働
生産性格差の源泉に関する研究を見ても、2012年時点で、日
本は1人あたりの資本装備率が低く、労働生産性は米国の6割
しかありません。また、TFPも日本は米国より2割程度低い値
です。
次にJIPデータベースを用いて、非製造業で市場経済全体の
TFP上昇への各産業の寄与を産業別で分析すると、長期にわ
たって構造的に問題なのが電気業（電力業者）で、2010年か
ら2020年にかけて、原発の停止等により日本全体のTFPの上
昇を約0.3%下落させています。
製造業では銑鉄・粗鋼と自動車産業が停滞しており、これ
は国内の生産性だけを見たものですが、自動車産業は消費
者の車離れや生産の海外移転を背景に、日本全体のTFPを

0.5%下落させています。
日本における、他の先進諸国と比較した著しいTFP水準の
低さ、他の国では類を見ない労働の質や資本係数の下落、そ
して電気業や自動車産業におけるTFPの下落といった問題は、
見方を変えれば、それらを解決することで日本経済が成長す
る余地が大きいことを示しています。
例えば、今後10年間でTFPを10%、労働の質を5%上昇さ
せ、それに見合った資本蓄積を達成すれば、労働生産性が
20%上昇するので、総労働時間が7%減少しても、実質GDP
は13%増やすことができます。

日本の就業者に占める非正規雇用の割合は約3割に達して
います。東京大学の川口大司教授らと行った分析では、正規
雇用と非正規雇用の間には大きな賃金格差がありますが、こ
の格差は生産性の格差に対応しているという結果が得られま
した。非正規労働者は教育訓練の機会も少なく、雇い止めも
あって、非正規雇用による人的資本の蓄積不足が労働の質の
低下やGDPの低迷につながっていると考えられます。
また、過半の女性が非正規雇用で働いており、育児や介護
等の生活と両立させるために非正規雇用を選んでいる人が多
いことが調査で分かっています。その意味では、生活と仕事
を両立できる、柔軟な労働環境を作る必要があります。
OECDは、成人を対象に、数的思考力、読解力、問題解決
能力を測る「国際成人力調査」を行っています。それを基に、
読解力を仕事に利用しているかという分析を川口教授がされ
ていて、その結果を日米英で比較すると、日本の女性は高い
読解力を持っているのに、その能力を仕事で活用していない
人が非常に多いという結果になっています。つまり、日本は優
秀な女性労働を活用できていないわけです。
仮に、今後10年間で全就業者に占める非正規雇用の割合を
30%から15%にして、正規雇用に移行した就業者の賃金率を
33%引き上げることができれば、10年間の経済成長が5%ポ
イント上昇することになります。

日本は労働生産性の企業規模間格差が大きい国で、従業
員数20人～49人の企業の労働生産性が250人以上の企業の
半分以下となっています。しかも小規模企業で働く人の割合
が大きく、日米で比較すると、米国では1,000人未満の企業

TFP水準の格差

非正規雇用問題

労働生産性の規模間格差
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で働く人が5割強なのに対して、日本では7割強の人が1,000
人未満の企業で働いています。
就業者1,000人以上の企業と100人未満の企業を比べると、
労働生産性は約2倍異なります。その要因は、資本労働比率
の違いとTFPの違いです。TFPの格差を小さくすれば資本の
格差はなくなっていくと考えられるので、TFPの格差を埋める
ことが重要です。そして6割から7割ほどの賃金格差も是正す
る必要があります。
傾向としては規模間の労働生産性格差が下がっているもの
の、格差はまだまだ大きいです。労働生産性と賃金の規模間
格差の原因については、労働経済学者が研究してきましたが、
大企業の方が職業訓練を活発に行ってきたこと、高偏差値大
学の卒業生のように潜在的に優秀な人材を多く雇用している
ことが、賃金格差やTFPの格差を生んでいると考えられてい
ます。
賃金の規模間格差は、大卒か高卒かといった学歴や正規労
働か非正規労働かといった就業上の地位など通常の労働属
性の規模間格差だけでは、わずかしか説明できません。実際
には測ることが難しい労働者の能力の違い、例えば出身大
学の偏差値の違いが反映している労働者の認知能力や職業
訓練の違いが大きいのではないかと思います。仮に、今後10
年で大企業と中小・中堅企業のTFP格差を現在の40%から
10%ポイント縮小して30%にできれば、10年間の経済成長を
6%ポイント増やすことができます。

社人研が4月26日に日本の将来推計人口を公表しました。
そこでは2016年から2019年の外国人流入実績に基づいて、
2022年以降の年あたりの純流入予測を6.9万人から16.4万
人に引き上げています。
年間16.4万人（そのほとんどは若い世代と考えられます）
が50年間の流入を続けると800万人となり、一方で、2070年
の日本の人口の推計は9,000万人弱ですから、ざっくり言って、
50年後には日本の人口の8%～9%が外国人になる計算です。
これは現在のフランスの外国人割合と同等です。
外国人受け入れの社会的なコストや成長への寄与というの
は、外国人の教育水準、文化的背景、労働市場がいかに外国
人を活用するか、そして外国人の子供への教育支援など、さま
ざまな要因に依存します。
最近の国勢調査のオーダーメード集計によると、日本の生
産年齢人口に占める外国人住民は平均的に日本人の住民よ
りも、大学、大学院卒の割合が高いですが、今後このような

外国人労働の受け入れ

状況が続くかも疑問です。高度人材の移民に対する各国の魅
力を比較したOECDの指標では、日本は中位に位置しておリ、
これを維持・向上させることも重要な課題です。

現在の日本の経済成長率はほぼゼロに近いものの、TFPを
上昇させ、労働の質を向上させることで潜在成長率を高める
余地はあります。それに見合う資本蓄積、そして高度外国人材
の継続的な受け入れも併せて注視していく必要があります。
現在、社会保障審議会「年金財政における経済前提に関す
る専門委員会」は、2024年春をめどに、潜在成長率などの経
済前提を調べて年金財政の健全性を検証することになってい
ます。しかし、労働の質を考慮しない成長会計では最近のTFP
上昇を過小に推計し、真の問題である労働の質の停滞を見逃
す危険があるので、こういった問題を今後政府の中で積極的
に考えていく必要があると思います。

梶：過去30年間の新自由主義的な政策を整理・分析した結果、
日本企業も含めたグローバル企業にとって魅力ある環境を作
り、国内投資→イノベーション→所得向上→国内投資といっ
た好循環を実現することが重要だと考えています。
政府が積極的に潜在需要を開拓するためには、社会課題の
解決という切り口から国内投資やイノベーションを醸成し、労
働生産性の上昇に伴って賃金の引き上げを行うことで、消費
も喚起していく必要があります。
企業の国内資本蓄積がマイナスであるというのは、これま
で企業が合理的に国内投資をしなくなった結果だったと考え
ています。政府の役割は投資を促す魅力的なビジネス環境を
作ることで、そのためには財政出動による投資促進、労働の
質向上を促すことで、マクロ経済全体のための賃上げが必要
だと思います。経済停滞してきた日本ですが、現在30年ぶり
の設備投資や賃上げが起きており、これまで停滞していたと
いうことは逆にまだ伸び代もあるということなので、ぜひ過去
の延長線上ではない日本の未来を作っていきたいと改めて感
じました。
深尾：企業は合理的に行動しているので、環境を整えること
で国内投資を増やし、質の高い職を生み出していく政策は非
常に大事です。今後もこの議論にわれわれも協力させていた
だきたいと思います。
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苦瀬：これまでにどのような研究をされてきたのか、簡単
にご紹介ください。
権：私はRIETIで金先生らと共に日本産業生産性（JIP）の
プロジェクトに参加しているのですが、産業レベルの生産
性を測定して日本の経済状況がどうなっているかを見る
と、日本の「失われた30年」と呼ばれる時期に生産性が
急速に下落していることが確認されました。

その要因を経済産業省の企業活動基本調査や工業統計調
査などを使って探ったところ、もちろん研究開発がスピル
オーバーしたことも、日本への外資系企業の進出が少ない
ことも要因なのですが、最も大きいのはITの活用が不十分
だったことではないかと考えました。ICTで後れた日本が
DXにも後れを取ったら日本経済の将来はないと思い、分
析を始めました。
金：日本の「失われた30年」が起こったのは、企業内部

で成長する力が失われたからだと思うのです。私は日本企
業に対して、成長の面でも生産性の面でも世界のトップレ
ベルで、限りなく伸びるというイメージを持っていたので
すが、日本に留学した2002年ごろはすでにバブルがはじ
けた後で、その後もあまり回復せず、企業の構造が決定的
に変わってしまいました。

それで私は、よりミクロで実感が湧くようなデータによ
る分析をしたいと思い、権先生の誘いもあって研究に参加
しました。そして日本企業が内部で成長する力がかなり弱
まってしまったことと、日本は内部からの成長よりもリア
ロケーション（資産再配分）によって支えられてきたとい
うことが分かりました。

米国の場合は汎用技術（GPT：General Purpose 
Technology）が企業の成長を根本的に変えたのですが、
日本ではそうした話はあまり聞かれません。本当にそうか
という興味がDX関連を研究するモチベーションでした。

この論文では、さまざまなITのデータを基にいろいろな

IT化の進展が企業の成長性に貢献することは先行研究でも確認されている。しかし、日本企業はICT革命の波にうまく
乗れず、近年のデジタルトランスフォーメーション（DX）の進展にも後れを取っているとされる。RIETIの「東アジア産業
生産性」プロジェクトでは、DXが生産性と企業内の資源再配分に与える影響について分析を進めてきた。今回は、同プ
ロジェクトのメンバーである日本大学経済学部教授の権赫旭ファカルティフェローと専修大学経済学部教授の金榮愨氏
が、分析結果を基にIT投資と企業の成長の相関性について論じ、日本企業にはチャレンジを促す文化が必要であること
を指摘した。

Research Digestは、ディスカッション・ペーパーの問題意識、主要なポイント、政策的インプリケーションなどを、著者
へのインタビューを通して分かりやすく紹介するものです。掲載されている所属・役職はインタビュー当時のものです。

PROFILE
2004年 一橋大学経済学研究科経済学博士号取得。2005年一橋大学経済研究所専任講師、
2006年日本大学経済学部専任講師、2008年日本大学経済学部准教授を経て2013年4月より
日本大学経済学部 教授。

PROFILE
2008年 一橋大学経済学研究科経済学博士号取得。2012年 専修大学経済学部准教授、2018
年4月より現職。

DXは生産性と企業内の
資源再配分に影響を
与えるか？
権 赫旭 
RIETI ファカルティフェロー(日本大学経済学部 教授）

金 榮愨 
（専修大学経済学部 教授）

本研究に至った経緯
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側面から、ITが日本企業にどのような貢献をしているのか
を明らかにしています。

苦瀬：企業間の再配分効果の重要性が増している背景には
何があるのでしょうか。
権：今回の研究では生産性上昇を事業所の内部効果（注
1）と事業所間の再配分効果（注2）に分け、さらには単
独事業所の企業の内部効果と再配分効果、複数事業所を持
つ企業の内部効果と再配分効果に分けて見ていきました。
すると、内部効果自体は下がっているけれども、企業内
での再配分効果や、単独事業所の場合は企業間の再配分効
果は上がり、生産性の下落を止める役割をしていました。
つまり、企業の内部でより生産性が高い工場へ資源を配分
しているわけです。しかし、配分されている事業所が伸び
ていないのは、おそらくIT化やDXが十分に効果を発揮し
ていない可能性があります。
金：内部効果が伸びなくなって再配分がより大きくなっ
たことは必ずしも良いニュースというわけではありませ
ん。日本経済全体が伸びている間は内部効果が非常に重
要で、リアロケーションはそこまで重要ではありません
でした。でも、日本経済の需要があまり伸びなくなる
と、内部効果の伸びはどうしても制限されます。日本で
は、伸びない事業所や企業の整理やリストラクチャリン
グが進んだのです。
その後、1980年代ごろから日本企業の国際化が進み、
海外と国内での生産システムの入れ替わりが激しくなり、
需要が伸びなくなって、リストラクチャリングが重要にな

りました。
権：新規のスタートアップ企業が参入し、その企業が急成
長すれば生産性の伸びが内部効果でとらえられると思うの
ですが、日本にはそうした企業があまり存在しません。歴
史的に見ても、新技術が導入される時期には新しい企業が
多く参入して競争が激しくなりますが、日本はICT革命と
呼ばれる時期でもそれほど企業の参入はなかったし、今の
DXの時代にもそうした企業が見当たらないのは問題だと
思います。
金：米国の場合は古くて生産性の低い企業が退出すること
が経済に重要な役割を果たしているのですが、日本は参入
率も退出率も基本的に低いのです。それを補う形で大企業
の事業所が拡大したり縮小したりしているのですが、新し
い企業を立てることはなかなかありません。
そうした既存企業内でのダイナミズムが日本の労働市場
においては重要だとよくいわれます。新しい企業の参入・
退出が経済全体をダイナミックにするといいのですが、日
本経済はシステムが違っていて、企業内でのダイナミズム

デジタルトランスフォーメーションが生産性と企業内の資源再配分に与える影響
執筆者：深尾 京司 RIETIプログラムディレクター・ファカルティフェロー／乾 友彦 RIETIファカルティフェロー／
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苦瀬：これまでにどのような研究をされてきたのか、簡単
にご紹介ください。
権：私はRIETIで金先生らと共に日本産業生産性（JIP）の
プロジェクトに参加しているのですが、産業レベルの生産
性を測定して日本の経済状況がどうなっているかを見る
と、日本の「失われた30年」と呼ばれる時期に生産性が
急速に下落していることが確認されました。

その要因を経済産業省の企業活動基本調査や工業統計調
査などを使って探ったところ、もちろん研究開発がスピル
オーバーしたことも、日本への外資系企業の進出が少ない
ことも要因なのですが、最も大きいのはITの活用が不十分
だったことではないかと考えました。ICTで後れた日本が
DXにも後れを取ったら日本経済の将来はないと思い、分
析を始めました。
金：日本の「失われた30年」が起こったのは、企業内部

で成長する力が失われたからだと思うのです。私は日本企
業に対して、成長の面でも生産性の面でも世界のトップレ
ベルで、限りなく伸びるというイメージを持っていたので
すが、日本に留学した2002年ごろはすでにバブルがはじ
けた後で、その後もあまり回復せず、企業の構造が決定的
に変わってしまいました。

それで私は、よりミクロで実感が湧くようなデータによ
る分析をしたいと思い、権先生の誘いもあって研究に参加
しました。そして日本企業が内部で成長する力がかなり弱
まってしまったことと、日本は内部からの成長よりもリア
ロケーション（資産再配分）によって支えられてきたとい
うことが分かりました。

米国の場合は汎用技術（GPT：General Purpose 
Technology）が企業の成長を根本的に変えたのですが、
日本ではそうした話はあまり聞かれません。本当にそうか
という興味がDX関連を研究するモチベーションでした。

この論文では、さまざまなITのデータを基にいろいろな

IT化の進展が企業の成長性に貢献することは先行研究でも確認されている。しかし、日本企業はICT革命の波にうまく
乗れず、近年のデジタルトランスフォーメーション（DX）の進展にも後れを取っているとされる。RIETIの「東アジア産業
生産性」プロジェクトでは、DXが生産性と企業内の資源再配分に与える影響について分析を進めてきた。今回は、同プ
ロジェクトのメンバーである日本大学経済学部教授の権赫旭ファカルティフェローと専修大学経済学部教授の金榮愨氏
が、分析結果を基にIT投資と企業の成長の相関性について論じ、日本企業にはチャレンジを促す文化が必要であること
を指摘した。

Research Digestは、ディスカッション・ペーパーの問題意識、主要なポイント、政策的インプリケーションなどを、著者
へのインタビューを通して分かりやすく紹介するものです。掲載されている所属・役職はインタビュー当時のものです。

PROFILE
2004年 一橋大学経済学研究科経済学博士号取得。2005年一橋大学経済研究所専任講師、
2006年日本大学経済学部専任講師、2008年日本大学経済学部准教授を経て2013年4月より
日本大学経済学部 教授。

PROFILE
2008年 一橋大学経済学研究科経済学博士号取得。2012年 専修大学経済学部准教授、2018
年4月より現職。

DXは生産性と企業内の
資源再配分に影響を
与えるか？
権 赫旭 
RIETI ファカルティフェロー(日本大学経済学部 教授）

金 榮愨 
（専修大学経済学部 教授）

本研究に至った経緯

RIETI Highlight 2024  | WINTER |32

32-35-リサーチダイジェスト_ver1.indd   3232-35-リサーチダイジェスト_ver1.indd   32 2023/12/19   午前9:482023/12/19   午前9:48

側面から、ITが日本企業にどのような貢献をしているのか
を明らかにしています。

苦瀬：企業間の再配分効果の重要性が増している背景には
何があるのでしょうか。
権：今回の研究では生産性上昇を事業所の内部効果（注
1）と事業所間の再配分効果（注2）に分け、さらには単
独事業所の企業の内部効果と再配分効果、複数事業所を持
つ企業の内部効果と再配分効果に分けて見ていきました。
すると、内部効果自体は下がっているけれども、企業内
での再配分効果や、単独事業所の場合は企業間の再配分効
果は上がり、生産性の下落を止める役割をしていました。
つまり、企業の内部でより生産性が高い工場へ資源を配分
しているわけです。しかし、配分されている事業所が伸び
ていないのは、おそらくIT化やDXが十分に効果を発揮し
ていない可能性があります。
金：内部効果が伸びなくなって再配分がより大きくなっ
たことは必ずしも良いニュースというわけではありませ
ん。日本経済全体が伸びている間は内部効果が非常に重
要で、リアロケーションはそこまで重要ではありません
でした。でも、日本経済の需要があまり伸びなくなる
と、内部効果の伸びはどうしても制限されます。日本で
は、伸びない事業所や企業の整理やリストラクチャリン
グが進んだのです。
その後、1980年代ごろから日本企業の国際化が進み、
海外と国内での生産システムの入れ替わりが激しくなり、
需要が伸びなくなって、リストラクチャリングが重要にな

りました。
権：新規のスタートアップ企業が参入し、その企業が急成
長すれば生産性の伸びが内部効果でとらえられると思うの
ですが、日本にはそうした企業があまり存在しません。歴
史的に見ても、新技術が導入される時期には新しい企業が
多く参入して競争が激しくなりますが、日本はICT革命と
呼ばれる時期でもそれほど企業の参入はなかったし、今の
DXの時代にもそうした企業が見当たらないのは問題だと
思います。
金：米国の場合は古くて生産性の低い企業が退出すること
が経済に重要な役割を果たしているのですが、日本は参入
率も退出率も基本的に低いのです。それを補う形で大企業
の事業所が拡大したり縮小したりしているのですが、新し
い企業を立てることはなかなかありません。
そうした既存企業内でのダイナミズムが日本の労働市場
においては重要だとよくいわれます。新しい企業の参入・
退出が経済全体をダイナミックにするといいのですが、日
本経済はシステムが違っていて、企業内でのダイナミズム

デジタルトランスフォーメーションが生産性と企業内の資源再配分に与える影響
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が大きいのです。

苦瀬：そうすると、新しい企業の参入・退出が少ないこと
自体が問題だととらえた方がいいのでしょうか。
権：新しい技術が出てきて、それによってイノベーション
が起きている時期に参入率が低いままなのは非常に問題だ
と思います。OECDのデータを見ても、日本は新規参入企
業の平均規模が最も小さいのですが、小さく参入した割に
意外と長く存続するのです。それが結果的に全体の内部効
果を引き下げる要因になっています。
金：新技術を導入するには、既存の企業組織を変えながら
導入するよりも、新規企業に導入する方が圧倒的に有利だ
と思います。例えばCIO（最高情報責任者）を導入したこ
とで生産性がぐんと伸びるかというと、日本企業における
ITの導入は部局単位なので、企業全体で生産性上昇につな
がることはあまりなく、全社を変えるほどの改革にはつな
がらない可能性が高いのです。

苦瀬：既存の企業にただIT投資をするのではなく、新しい
企業参入や新しい組織・働き方が伴う形でITを導入するこ
とが大事なのですね。
権：そうです。IT投資にはお金がかかりますから、投資し
たらITに適合した組織づくりや働き方をしなければなりま
せん。でも、日本の既存企業はそれをせずにITだけ導入す
るから、十分に活用されないわけです。
IT化が進む中、「はんこ」をどうするかという議論があ
りますが、メールを使えば連絡できるはずなのに、いまだ
に「はんこ」の文化がそのまま残っているので、ITの効果
が出る可能性は極めて低いです。そうしたことも含めて取
り組まないとIT技術の活用は十分にできないでしょう。そ
の点、新しい企業の場合は技術に合った組織づくりが十分
可能です。日本ではそうした企業が出てこないのが不思議
であり、要因をもっと研究すべきだと思います。

金：1990年代から2000年代前半まではハードウェアの
ITが生産性に貢献し、それ以降はソフトウェアの世界にな
りました。例えばカスタマーデータの管理を外部委託し
て生産性が伸びるかというと、私たちの研究ではあまり伸
びないことが分かっています。それに対しソフトウェアを
活用するときには、経営者がどのような経営戦略を立てる
かという知恵や使い方が求められます。その点では、何を
持っているかではなく、どう使うかが重要だと思います。
しかし残念なことに、企業の経営手法がITとあまりつな
がっていなくて、従来のものを使っているだけではないか
と思うのです。私たちが企業のリアロケーションの効果を
企業ごとに検証したところ、ITは複数事業所を持っている
企業の経営戦略にはあまり貢献していないことが示唆され
ました。残念ながらITが十分に活用されているとは言えま
せん。

苦瀬：企業は今後、IT投資をどのように導入していけばよ
いのでしょうか。そうした企業の行動を促すためにどのよ
うな方向性の政策を打てばよいのでしょうか。
金：まずは全社的なデータ共有も全社的なCIOも、残念な
がら役に立っていないというのがこの論文の結論です。一
部の部署にITを導入する効果はありますが、CIOがいるこ
とによって効率的な経営をもたらし、新しい商品・サービ
スの開発まで至ることはないでしょう。
なぜならITに関連する人たちは経営には関わりがない
し、経営者はITを戦略的に使うことに関してそれほど明る
くはなく、ITは付随的なものであって決して経営の中核的
なものには入らないからです。日本経済においてITは効率
化したりコストを削減したりする目的でしか使われてこな
かったので、企業全体を設計できるITの責任者が育たない
のは当然だと思います。
従って、そうしたIT戦略に関わる人たちを海外から連れ
てくることが一番手っ取り早い方法でしょう。長期的に
は、ITを経営にどのように取り込むかという企業全体の計
画の中でそうした人材を育てなければなりません。
今の日本におけるITの主役は、大企業の下請けのIT関係
子会社です。でも、これから最先端の技術を使って多くの
企業を相手にするIT企業が生まれれば、そうした人材が育
ち、企業の活動も変わっていくと思います。
権：日本の場合、ITがコスト削減に寄与したのは事実だと
思いますが、企業から一番見えづらいのは需要なのです。

IT 投資をどのように導入すればよいか
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最近はビッグデータやAIの技術が出てきて、需要がある程
度把握できるようになりました。需要が分かると、それに
見合った製品を適切な価格で供給すれば確実に売れます。
日本企業はまだそういうところまで達していないのだと思
います。
日本企業は需要のことをあまり考えず、技術があればよ
いという風潮だったのですが、望まれない技術だったら意
味がありません。エビデンスに基づいた経営で、需要に見
合った生産計画や製品開発をしていくべきだと思います。
それをサポートするのがDXなどの新しい技術だと思いま
すので、政策的にもそうした支援をもっと行う方向に切り
替えた方がよいと思います。
苦瀬：その場合、対象の企業をどのように判断していくの
かが大事だと思うのですが、政策としてはどこに着目する
とよいでしょうか。
権：企業が新しい技術を導入しようとするとかなりの費用
がかかるので、そこを支援すれば、成長可能性は高まると
思います。そのときに、勘に頼って経営しているような企
業を支援しても無駄なので、企業が新技術を使って何をし
ようとしているのかを把握することが大切です。
金：日米の企業の大きな違いは、M&Aに関する態度だと
思うのです。GoogleやAppleは1年に何十社も買収しま
すが、その目的は新しい技術やアイデアを取り入れて実施
することにあります。そのほとんどはお金を捨てているよ
うなものなのですが、彼らにとっては大金をかけてでも技
術やアイデアを導入することは重要なのです。そうして失
敗を前提にした上で新しいことを実施するのは大切だと思
います。ですから、失敗を許す文化、チャレンジを促す文
化が必要です。

苦瀬：今後の研究課題として、どんなことを深掘りしてい
きたいですか。
権：やはり人的資本が重要だと思うので、その必要性に
ついてもっと研究したいと思っています。特に最近は
ChatGPTなどの新技術で学習効果が上がる可能性があり
ますが、米国や韓国の大学でChatGPTのアカウントを学
生に無料で配ったりしているのに対し、日本の大学は逆に
制限したりして、せっかくの新技術をほとんど使わないの
です。もっと学生たちが新しい技術を活用して自由に発想
すれば、さらに新たな技術が生まれると思うので、そうし
た研究をもっとやっていきたいです。

金：1つ気になるのは、労働移動です。日本の経済が伸び
ない理由の1つに労働の硬直性がありますが、労働がもう
少し自由に動けば新しいこともできると思うのです。シリ
コンバレーの場合は企業間の労働移動がものすごく自由で
すが、日本は1つの企業に入ったらずっとそこで働かなけ
ればなりません。そうすると、ITが導入されてもダイナミ
ズムはあまり伸びないと思います。ですから、労働移動に
関してもう少し研究してみたいですね。
また、優秀な技術を持った企業が大企業に吸収合併され
て、その企業が伸びたのならば、日本経済にとって非常に
プラスであって、決してマイナスの意味での退出としてと
らえませんよね。でも一方で、後継者がいないから取引先
の大企業がその会社を買い取るという救済型の合併もあり
ます。日本のダイナミズムがその中でどうなるかという明
確な研究はいまだにないので、そこを明らかにしたいと
思っています。
権：データで確認したいことはたくさんあるのですが、企
業が持っているデータはなかなかアクセスできないし、個
人のデータも個人情報保護法の観点からなかなかアクセス
できないので、分析にも限界があるのは事実です。
日本の場合、昔は統計学者たちが品質を向上させるため
に工場の生産ラインなどで活躍していたと思いますが、そ
れと同じように、日本企業はもっと経済学者を活用して、
自分たちが持っているデータを分析させた方がいいと思い
ます。そうすると、エビデンスがはっきり見えてきます。
人事に関しても、例えばサムソンでは適性検査を行っ
て、どんな人たちが昇進すべきか、どんなときに活躍する
のかを明らかにし、それに基づいて人事を行うので、経営
にも良い効果をもたらしています。しかし、日本企業では
何もしない人たちが上に上がる傾向があるため、経営も今
まで通りになる可能性が高くなります。
そういう意味でも企業は経済学者とタイアップして、い
ろいろなデータを公開・分析した方がよいのではないで
しょうか。日本政府が経済学者を使うように、日本企業も
経済学をきちんと学んだ人たちを活用すれば、経営的にも
政策的にも良いシナジー効果が出ると思います。

（敬称略）

人への投資とデータの活用
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脚注
1.  存続企業や事業所内での生産性の上昇によって産業の生産性が上

昇する効果
2.  複数の事業所を傘下にもつ企業内で、生産性が相対的に高い事業

所や生産性が伸びる事業所のシェアが拡大したり、生産性が相対
的に低い事業所や生産性が低下する事業所のシェアが縮小するこ
とによって産業の生産性が上昇する効果
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が大きいのです。

苦瀬：そうすると、新しい企業の参入・退出が少ないこと
自体が問題だととらえた方がいいのでしょうか。
権：新しい技術が出てきて、それによってイノベーション
が起きている時期に参入率が低いままなのは非常に問題だ
と思います。OECDのデータを見ても、日本は新規参入企
業の平均規模が最も小さいのですが、小さく参入した割に
意外と長く存続するのです。それが結果的に全体の内部効
果を引き下げる要因になっています。
金：新技術を導入するには、既存の企業組織を変えながら
導入するよりも、新規企業に導入する方が圧倒的に有利だ
と思います。例えばCIO（最高情報責任者）を導入したこ
とで生産性がぐんと伸びるかというと、日本企業における
ITの導入は部局単位なので、企業全体で生産性上昇につな
がることはあまりなく、全社を変えるほどの改革にはつな
がらない可能性が高いのです。

苦瀬：既存の企業にただIT投資をするのではなく、新しい
企業参入や新しい組織・働き方が伴う形でITを導入するこ
とが大事なのですね。
権：そうです。IT投資にはお金がかかりますから、投資し
たらITに適合した組織づくりや働き方をしなければなりま
せん。でも、日本の既存企業はそれをせずにITだけ導入す
るから、十分に活用されないわけです。
IT化が進む中、「はんこ」をどうするかという議論があ
りますが、メールを使えば連絡できるはずなのに、いまだ
に「はんこ」の文化がそのまま残っているので、ITの効果
が出る可能性は極めて低いです。そうしたことも含めて取
り組まないとIT技術の活用は十分にできないでしょう。そ
の点、新しい企業の場合は技術に合った組織づくりが十分
可能です。日本ではそうした企業が出てこないのが不思議
であり、要因をもっと研究すべきだと思います。

金：1990年代から2000年代前半まではハードウェアの
ITが生産性に貢献し、それ以降はソフトウェアの世界にな
りました。例えばカスタマーデータの管理を外部委託し
て生産性が伸びるかというと、私たちの研究ではあまり伸
びないことが分かっています。それに対しソフトウェアを
活用するときには、経営者がどのような経営戦略を立てる
かという知恵や使い方が求められます。その点では、何を
持っているかではなく、どう使うかが重要だと思います。
しかし残念なことに、企業の経営手法がITとあまりつな
がっていなくて、従来のものを使っているだけではないか
と思うのです。私たちが企業のリアロケーションの効果を
企業ごとに検証したところ、ITは複数事業所を持っている
企業の経営戦略にはあまり貢献していないことが示唆され
ました。残念ながらITが十分に活用されているとは言えま
せん。

苦瀬：企業は今後、IT投資をどのように導入していけばよ
いのでしょうか。そうした企業の行動を促すためにどのよ
うな方向性の政策を打てばよいのでしょうか。
金：まずは全社的なデータ共有も全社的なCIOも、残念な
がら役に立っていないというのがこの論文の結論です。一
部の部署にITを導入する効果はありますが、CIOがいるこ
とによって効率的な経営をもたらし、新しい商品・サービ
スの開発まで至ることはないでしょう。
なぜならITに関連する人たちは経営には関わりがない
し、経営者はITを戦略的に使うことに関してそれほど明る
くはなく、ITは付随的なものであって決して経営の中核的
なものには入らないからです。日本経済においてITは効率
化したりコストを削減したりする目的でしか使われてこな
かったので、企業全体を設計できるITの責任者が育たない
のは当然だと思います。
従って、そうしたIT戦略に関わる人たちを海外から連れ
てくることが一番手っ取り早い方法でしょう。長期的に
は、ITを経営にどのように取り込むかという企業全体の計
画の中でそうした人材を育てなければなりません。
今の日本におけるITの主役は、大企業の下請けのIT関係
子会社です。でも、これから最先端の技術を使って多くの
企業を相手にするIT企業が生まれれば、そうした人材が育
ち、企業の活動も変わっていくと思います。
権：日本の場合、ITがコスト削減に寄与したのは事実だと
思いますが、企業から一番見えづらいのは需要なのです。

IT 投資をどのように導入すればよいか
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最近はビッグデータやAIの技術が出てきて、需要がある程
度把握できるようになりました。需要が分かると、それに
見合った製品を適切な価格で供給すれば確実に売れます。
日本企業はまだそういうところまで達していないのだと思
います。
日本企業は需要のことをあまり考えず、技術があればよ
いという風潮だったのですが、望まれない技術だったら意
味がありません。エビデンスに基づいた経営で、需要に見
合った生産計画や製品開発をしていくべきだと思います。
それをサポートするのがDXなどの新しい技術だと思いま
すので、政策的にもそうした支援をもっと行う方向に切り
替えた方がよいと思います。
苦瀬：その場合、対象の企業をどのように判断していくの
かが大事だと思うのですが、政策としてはどこに着目する
とよいでしょうか。
権：企業が新しい技術を導入しようとするとかなりの費用
がかかるので、そこを支援すれば、成長可能性は高まると
思います。そのときに、勘に頼って経営しているような企
業を支援しても無駄なので、企業が新技術を使って何をし
ようとしているのかを把握することが大切です。
金：日米の企業の大きな違いは、M&Aに関する態度だと
思うのです。GoogleやAppleは1年に何十社も買収しま
すが、その目的は新しい技術やアイデアを取り入れて実施
することにあります。そのほとんどはお金を捨てているよ
うなものなのですが、彼らにとっては大金をかけてでも技
術やアイデアを導入することは重要なのです。そうして失
敗を前提にした上で新しいことを実施するのは大切だと思
います。ですから、失敗を許す文化、チャレンジを促す文
化が必要です。

苦瀬：今後の研究課題として、どんなことを深掘りしてい
きたいですか。
権：やはり人的資本が重要だと思うので、その必要性に
ついてもっと研究したいと思っています。特に最近は
ChatGPTなどの新技術で学習効果が上がる可能性があり
ますが、米国や韓国の大学でChatGPTのアカウントを学
生に無料で配ったりしているのに対し、日本の大学は逆に
制限したりして、せっかくの新技術をほとんど使わないの
です。もっと学生たちが新しい技術を活用して自由に発想
すれば、さらに新たな技術が生まれると思うので、そうし
た研究をもっとやっていきたいです。

金：1つ気になるのは、労働移動です。日本の経済が伸び
ない理由の1つに労働の硬直性がありますが、労働がもう
少し自由に動けば新しいこともできると思うのです。シリ
コンバレーの場合は企業間の労働移動がものすごく自由で
すが、日本は1つの企業に入ったらずっとそこで働かなけ
ればなりません。そうすると、ITが導入されてもダイナミ
ズムはあまり伸びないと思います。ですから、労働移動に
関してもう少し研究してみたいですね。
また、優秀な技術を持った企業が大企業に吸収合併され
て、その企業が伸びたのならば、日本経済にとって非常に
プラスであって、決してマイナスの意味での退出としてと
らえませんよね。でも一方で、後継者がいないから取引先
の大企業がその会社を買い取るという救済型の合併もあり
ます。日本のダイナミズムがその中でどうなるかという明
確な研究はいまだにないので、そこを明らかにしたいと
思っています。
権：データで確認したいことはたくさんあるのですが、企
業が持っているデータはなかなかアクセスできないし、個
人のデータも個人情報保護法の観点からなかなかアクセス
できないので、分析にも限界があるのは事実です。
日本の場合、昔は統計学者たちが品質を向上させるため
に工場の生産ラインなどで活躍していたと思いますが、そ
れと同じように、日本企業はもっと経済学者を活用して、
自分たちが持っているデータを分析させた方がいいと思い
ます。そうすると、エビデンスがはっきり見えてきます。
人事に関しても、例えばサムソンでは適性検査を行っ
て、どんな人たちが昇進すべきか、どんなときに活躍する
のかを明らかにし、それに基づいて人事を行うので、経営
にも良い効果をもたらしています。しかし、日本企業では
何もしない人たちが上に上がる傾向があるため、経営も今
まで通りになる可能性が高くなります。
そういう意味でも企業は経済学者とタイアップして、い
ろいろなデータを公開・分析した方がよいのではないで
しょうか。日本政府が経済学者を使うように、日本企業も
経済学をきちんと学んだ人たちを活用すれば、経営的にも
政策的にも良いシナジー効果が出ると思います。

（敬称略）

人への投資とデータの活用
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松本：これまでのご経歴を教えてください。
劉：私の専攻は労働経済学で、主に雇用、労働市場や人的
資本などに焦点を当てて研究を進めています。これまでに
日本企業の雇用の創出と消失、中国の労働市場などについ
て研究してきました。
近年は、日本に居住する外国人の経済的なアウトカムに
ついて関心を持っています。なぜなら、外国人受け入れが
政府の成長戦略にも大きく掲げられ、外国人労働者の活用
が期待されているからです。
しかし、日本の雇用慣行は多くの国と異なります。労
働力の流動性が低く、終身雇用・年功序列の雇用慣行が
残る日本に外国人が移住すると、どのような行動を取る
か、それに基づいてどのような経済的なアウトカムにな
るのかというのは非常に興味深く、これまで研究を進め

てきました。
松本：今回の研究の問題意識としてはどのような点があり
ますか。
劉：通勤行動や居住地の選択は、就労や雇用形態と関係す
るため重要です。日本人の通勤行動と居住地選択について
はこれまでも多くの研究が行われ、海外とは異なる興味深
い結果も示されています。しかし、日本人とは異なる行動
を取る外国人が日本に移住すると、日本人と同じような行
動を取るのか、それとも出身国と同じように行動し、日本
人とは異なる行動を取るのか、いまだに明らかになってい
ませんでした。
通勤行動と居住地は、労働者が経済要因に基づいて、自
らの効用最大化を図ることによって決めますが、日本人と
外国人では経済要因・労働者の効用が異なる可能性があり
ます。

人口減少・少子高齢化に直面する日本社会は、将来的な労働力不足が懸念される。特に近年、外国人労働者受け
入れの議論が進められているものの、十分なエビデンスがないために政策立案が困難な状況も見られる。RIETI の
劉洋研究員（京都大学東アジア経済研究センター外部研究員）と近藤恵介上席研究員は、特に労働市場における
外国人の状況をより深く理解するため、労働経済学と都市経済学の研究に基づき、在日外国人と日本人の通勤行
動と居住地選択の決定要因を比較分析した。本研究の問題意識と分析から見えてきた政策的インプリケーション
について劉研究員に話を聞いた。

Research Digestは、ディスカッション・ペーパーの問題意識、主要なポイント、政策的インプリケーションなどを、著者
へのインタビューを通して分かりやすく紹介するものです。掲載されている所属・役職はインタビュー当時のものです。

PROFILE
2012年3月 京都大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程修了／博士（経済学）学位取得、2011年
12月- 2012年3月 独立行政法人国際協力機構JICA研究所 研究助手（非常勤）、2012年4月- 2013年3月 
京都大学大学院経済学研究科非常勤講師、2012年4月 - 2015年3月 大阪大学社会経済研究所招へい研
究員、2012年4月- 2014年3月 一般財団法人アジア太平洋研究所研究員、2013年4月- 2014年3月摂南
大学経済学部非常勤講師を経て2014年3月より独立行政法人経済産業研究所研究員。

在日外国人は
居住地をどのように
選択しているのか？

劉 洋 
RIETI研究員（京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター 外部研究員）

本研究に至った経緯と問題意識
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一方、移民研究にはアシミレーション（同化）という概
念があり、受け入れ先である移住国に長期間生活すると、
受け入れ先の住民と似たような行動になる傾向が観測され
ています。従って、日本人と外国人の通勤行動、居住地の
選択に関する比較も、外国人との共存政策を推進する上で
明らかにする必要があると考えました。

米国の研究では、人口密度の低い郊外は社会的なアメニ
ティーが豊かであり、高収入層がより郊外に住む傾向が観
測されています。これについては非常に多くの文献があり
ます。一方、日本の場合、高収入層が郊外に住むイメージ
はあまりなく、人口密度が低い郊外は社会的アメニティー
の点で都会より劣ると考えられています。ただ、郊外は住
宅コストが低い分、居住空間が広いというメリットがあり
ます。この点も米国とは異なります。

日本人の居住地の選択に関しては田渕隆俊先生（中央大
学教授）が2018年のRIETIのディスカッション・ペーパー
（18-E-020）で、日本では高収入層と低収入層が都市の
中心部に居住し、中間収入層が都市の中心部から郊外に広
く分布するという傾向を理論モデルで説明しています。

このように、日本人と在日外国人の間では、同じ日本社
会で生活していても社会的アメニティーや居住空間に対す
る選好が異なる可能性があるため、必ずしも同じような行
動を取るわけではないのです。このことも本研究を行う
きっかけの1つになりました。

通勤行動についても多くの研究が行われ、男女間の差異
が注目されています。中でも、女性の通勤距離は男性よ
り短いということが多くの国の研究で観測され、その解
釈として、「家庭責任仮説」(household responsibility 
hypothesis)が採用されました。また、結婚すると、特に
男性の場合は通勤距離が長くなるという研究もあります。

日本の場合も同じような結果が得られていますが、日本
は労働市場における男女格差が比較的大きい国なので、通
勤行動の男女差は経済・社会的な要因も考えられるし、男
女の役割分担意識が要因の可能性もあります。在日外国人
は日本人と同じような経済・社会環境の下にいるため、も
し日本人とは異なる男女差が観測されれば、それは、男女
の役割分担意識によるものだと考えられます。そのため、

日本人と比べて、通勤に関する外国人の男女差も興味深い
ものです。

松本：本研究は近藤恵介上席研究員との共同研究ですが、
その経緯についてお教えください。
劉：通勤行動と居住地選択について興味を持ち始めたの
は、2018年にRIETIのDP検討会で勉強した、日本人の
通勤について分析された森川所長の実証論文(18-J-009)
と、日本人の居住地の選択についての田渕先生の理論論文
(18-E-020)がきっかけでした。どちらも非常に興味深い
論文で、日本人特有の結果もあれば、海外と共通する結果
もありました。そして、ちょうど同じ2018年の12月頃か
ら、国によって外国人の共生政策が決定されたこともあっ
て、さらに興味を持ち研究を始めました。この分野は労働
経済学と都市経済学にまたがっており、都市経済学がご専
門の近藤上席研究員にお声掛けし、共同研究を行うことに
なりました。

松本：実際、研究結果はどのようになったのでしょうか。
劉：まず理論背景からご紹介すると、既存理論に基づいて
変数を選定しました。本研究は都市経済学と労働経済学に
またがっているわけですが、労働経済学の考え方では、労
働者は居住地を所与として、高い賃金によって通勤の非効
用が補償されます。つまり労働者は、居住地から離れた地

“Immigrant–native Differentials in Commuting and Residential Preferences in Japan”
日本語タイトル：通勤と居住地の選択における在日外国人と日本人の比較分析
執筆者：劉 洋 RIETI研究員／近藤 恵介 RIETI上席研究員

DP No.23-E-057

インタビュアー

松本 広大 RIETI研究員（政策エコノミスト）

研究の理論背景とデータ
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松本：これまでのご経歴を教えてください。
劉：私の専攻は労働経済学で、主に雇用、労働市場や人的
資本などに焦点を当てて研究を進めています。これまでに
日本企業の雇用の創出と消失、中国の労働市場などについ
て研究してきました。
近年は、日本に居住する外国人の経済的なアウトカムに
ついて関心を持っています。なぜなら、外国人受け入れが
政府の成長戦略にも大きく掲げられ、外国人労働者の活用
が期待されているからです。
しかし、日本の雇用慣行は多くの国と異なります。労
働力の流動性が低く、終身雇用・年功序列の雇用慣行が
残る日本に外国人が移住すると、どのような行動を取る
か、それに基づいてどのような経済的なアウトカムにな
るのかというのは非常に興味深く、これまで研究を進め

てきました。
松本：今回の研究の問題意識としてはどのような点があり
ますか。
劉：通勤行動や居住地の選択は、就労や雇用形態と関係す
るため重要です。日本人の通勤行動と居住地選択について
はこれまでも多くの研究が行われ、海外とは異なる興味深
い結果も示されています。しかし、日本人とは異なる行動
を取る外国人が日本に移住すると、日本人と同じような行
動を取るのか、それとも出身国と同じように行動し、日本
人とは異なる行動を取るのか、いまだに明らかになってい
ませんでした。
通勤行動と居住地は、労働者が経済要因に基づいて、自
らの効用最大化を図ることによって決めますが、日本人と
外国人では経済要因・労働者の効用が異なる可能性があり
ます。

人口減少・少子高齢化に直面する日本社会は、将来的な労働力不足が懸念される。特に近年、外国人労働者受け
入れの議論が進められているものの、十分なエビデンスがないために政策立案が困難な状況も見られる。RIETI の
劉洋研究員（京都大学東アジア経済研究センター外部研究員）と近藤恵介上席研究員は、特に労働市場における
外国人の状況をより深く理解するため、労働経済学と都市経済学の研究に基づき、在日外国人と日本人の通勤行
動と居住地選択の決定要因を比較分析した。本研究の問題意識と分析から見えてきた政策的インプリケーション
について劉研究員に話を聞いた。

Research Digestは、ディスカッション・ペーパーの問題意識、主要なポイント、政策的インプリケーションなどを、著者
へのインタビューを通して分かりやすく紹介するものです。掲載されている所属・役職はインタビュー当時のものです。

PROFILE
2012年3月 京都大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程修了／博士（経済学）学位取得、2011年
12月- 2012年3月 独立行政法人国際協力機構JICA研究所 研究助手（非常勤）、2012年4月- 2013年3月 
京都大学大学院経済学研究科非常勤講師、2012年4月 - 2015年3月 大阪大学社会経済研究所招へい研
究員、2012年4月- 2014年3月 一般財団法人アジア太平洋研究所研究員、2013年4月- 2014年3月摂南
大学経済学部非常勤講師を経て2014年3月より独立行政法人経済産業研究所研究員。

在日外国人は
居住地をどのように
選択しているのか？

劉 洋 
RIETI研究員（京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター 外部研究員）

本研究に至った経緯と問題意識
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一方、移民研究にはアシミレーション（同化）という概
念があり、受け入れ先である移住国に長期間生活すると、
受け入れ先の住民と似たような行動になる傾向が観測され
ています。従って、日本人と外国人の通勤行動、居住地の
選択に関する比較も、外国人との共存政策を推進する上で
明らかにする必要があると考えました。

米国の研究では、人口密度の低い郊外は社会的なアメニ
ティーが豊かであり、高収入層がより郊外に住む傾向が観
測されています。これについては非常に多くの文献があり
ます。一方、日本の場合、高収入層が郊外に住むイメージ
はあまりなく、人口密度が低い郊外は社会的アメニティー
の点で都会より劣ると考えられています。ただ、郊外は住
宅コストが低い分、居住空間が広いというメリットがあり
ます。この点も米国とは異なります。

日本人の居住地の選択に関しては田渕隆俊先生（中央大
学教授）が2018年のRIETIのディスカッション・ペーパー
（18-E-020）で、日本では高収入層と低収入層が都市の
中心部に居住し、中間収入層が都市の中心部から郊外に広
く分布するという傾向を理論モデルで説明しています。

このように、日本人と在日外国人の間では、同じ日本社
会で生活していても社会的アメニティーや居住空間に対す
る選好が異なる可能性があるため、必ずしも同じような行
動を取るわけではないのです。このことも本研究を行う
きっかけの1つになりました。

通勤行動についても多くの研究が行われ、男女間の差異
が注目されています。中でも、女性の通勤距離は男性よ
り短いということが多くの国の研究で観測され、その解
釈として、「家庭責任仮説」(household responsibility 
hypothesis)が採用されました。また、結婚すると、特に
男性の場合は通勤距離が長くなるという研究もあります。

日本の場合も同じような結果が得られていますが、日本
は労働市場における男女格差が比較的大きい国なので、通
勤行動の男女差は経済・社会的な要因も考えられるし、男
女の役割分担意識が要因の可能性もあります。在日外国人
は日本人と同じような経済・社会環境の下にいるため、も
し日本人とは異なる男女差が観測されれば、それは、男女
の役割分担意識によるものだと考えられます。そのため、

日本人と比べて、通勤に関する外国人の男女差も興味深い
ものです。

松本：本研究は近藤恵介上席研究員との共同研究ですが、
その経緯についてお教えください。
劉：通勤行動と居住地選択について興味を持ち始めたの
は、2018年にRIETIのDP検討会で勉強した、日本人の
通勤について分析された森川所長の実証論文(18-J-009)
と、日本人の居住地の選択についての田渕先生の理論論文
(18-E-020)がきっかけでした。どちらも非常に興味深い
論文で、日本人特有の結果もあれば、海外と共通する結果
もありました。そして、ちょうど同じ2018年の12月頃か
ら、国によって外国人の共生政策が決定されたこともあっ
て、さらに興味を持ち研究を始めました。この分野は労働
経済学と都市経済学にまたがっており、都市経済学がご専
門の近藤上席研究員にお声掛けし、共同研究を行うことに
なりました。

松本：実際、研究結果はどのようになったのでしょうか。
劉：まず理論背景からご紹介すると、既存理論に基づいて
変数を選定しました。本研究は都市経済学と労働経済学に
またがっているわけですが、労働経済学の考え方では、労
働者は居住地を所与として、高い賃金によって通勤の非効
用が補償されます。つまり労働者は、居住地から離れた地

“Immigrant–native Differentials in Commuting and Residential Preferences in Japan”
日本語タイトル：通勤と居住地の選択における在日外国人と日本人の比較分析
執筆者：劉 洋 RIETI研究員／近藤 恵介 RIETI上席研究員

DP No.23-E-057

インタビュアー

松本 広大 RIETI研究員（政策エコノミスト）

研究の理論背景とデータ
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域では賃金が高い職のみを受け入れます。企業側は、労働
生産性が高い労働者に高い賃金を提示します。簡単に言え
ば、労働者の教育水準は、労働者の通勤距離にも影響を与
えるのです。

一方、都市経済学の考え方では、労働者は勤務地を所与
とし、職場から離れた郊外に住むと通勤距離が長いが住宅
コストが低いというメリットがあり、低い住宅コストに
よって通勤の非効用が補償されます。

ですから、居住地と勤務地のどちらも固定せずに、その
間の距離である通勤距離が労働経済学と都市経済学の両方
の要因によって決められることになります（注1）。その
ため、本研究でもどちらも固定せずに、通勤距離を分析対
象としています。

この研究に利用したデータは、「国勢調査」2010年
の調査票情報と、同調査の公開データです。回帰分析に
は、調査票情報のうち、外国人の全数データと、日本人の
10%無作為で抽出したデータを利用しました。さらに、
一般世帯の16歳～64歳の男女かつ、世帯主または世帯主
の配偶者に限定しました。また、在学中の日本人と外国
人、5年前に海外居住の日本人、技能実習と短期滞在の外
国人が除外されました。なお、本研究における外国人は、
「国勢調査」の調査対象で、調査時点で外国籍である人を
指します。

劉：通勤距離に関しては、１つの要因を考察する際に、観
測できるほかの要因による影響を除去した方法によって、
下記のような結果が得られました。

●  外国人・日本人いずれも学歴が高いほど通勤距離が
長い。

●  男女間では、外国人の方が日本人よりも差が小さ
い。（外国人は日本で生活しても男女差が日本人ほ
ど広がらない）――日本人の男女差は意識による部
分が大きいと考えられます。

●  結婚後に通勤距離が長くなるのは男性の方。（ただ
し、日本人男性の方がその傾向が強い）――外国人
男性が日本人男性よりも多くの家事を担っている可
能性が影響していると考えられます。

●  外国人は日本人と同じ経済・社会環境にいるにもか
かわらず、外国人出身国の主要10カ国において、す
べての国籍の既婚男性は日本人男性より通勤距離が

短い。それも、外国人と日本人の間の選好の違いに
よる可能性が高いと思われます。他の国と比べて日
本人の通勤距離が長いと言われているが、それは、
経済・社会の影響のみならず、労働者個人の選好に
も大きく影響される可能性が高いと考えられます。

●  外国人女性の通勤距離は日本人女性と同等。
●  パート・アルバイトは日本人・外国人ともに正社員

よりも通勤距離が短い。
●  同居する子どもや高齢者の影響は日本人・外国人と

もにあまり大きくない。

劉：居住地に関しては、主に居住地の人口密度と労働者の
各要因間の関係を調べ、通勤の分析と同様に、１つの要因
による影響を考察する際に、それぞれほかの要因による影
響を除去した方法で得られた結果、以下のような結果が見
られました。

●  外国人・日本人いずれも高学歴層と低学歴層は中間
学歴層より人口密度が高いエリアに居住する傾向が
ある。――田渕先生の論文では、住宅価格を代理変
数として使って似たような傾向が示され、主に理論
モデルで研究されていましたが、本研究では個人レ
ベルのデータを使って、その結果を支持する実証的
なエビデンスを提供することができました。

●  5年以上の滞在歴を持つ外国人は、来日初期の外国
人よりも人口密度が高いエリアに居住する傾向があ
る。――つまり来日して時間がたつにつれ、日本人
の行動に近づく可能性があると推測されます。

●  子どもを持つと、日本人も外国人も人口密度がより
低いエリアに居住する傾向がある。――要因は、子
育てによる居住スペースの需要増だと思います。た
だし、年齢が高い子どもの場合は年齢が低い子ども
の場合より影響が小さい結果となっています。

●  日本人の場合、男女ともに既婚者は未婚者より人口密
度が低いエリアに居住する傾向がある。外国人の場合
は、来日5年未満の既婚者が未婚者より人口密度が高
いエリアに居住する傾向があるが、来日5年以上にな
ると日本人と同じような傾向になる。――つまり、日
本に居住する時間が長くなるほど、日本人と似たよう
な行動になっている可能性があります。

通勤距離についての研究結果

居住地についての研究結果
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結果をまとめると、全体的に在日外国人は独自の特徴を
持つものの、特に来日5年以上の外国人は日本人に近い行
動と選択をしていることが分かりました。

松本：研究結果を解釈する上での注意点を教えていただけ
ますか。
劉：1つは内生性の問題です。内生性の疑いがあるのは、
子どもの変数と婚姻状況の変数です。子どもがいると通勤
距離が長くなることは、通勤距離が長い人、より広いス
ペースに住んでいる人が子どもを持つことを選択しやすい
という逆の因果関係の可能性もあります。ですから、どち
らが原因でどちらが結果になるのかということは、この研
究では特定していません。

もう1つは、パネルデータが得られないため、クロスセ
クションの分析を行っている点です。1人の外国人をずっ
と追跡しているデータはなかなかないため、来日期間によ
る影響を考察するために、同一時点にある異なる来日期間
の外国人について、学歴、世帯の特性、経済状況、従事す
る職業と産業などの変数をコントロールした上で得られた
結果です。この方法はimmigrantsの量的研究によく利用
される手法の１つですが(他国でもimmigrantsの追跡デー
タが得られにくい)、共通する制約点として、分析に利用
された変数以外にも観測できない要因が存在する可能性が
あることです。そのため、受け入れ国での滞在期間によっ
て異なる結果には、観測できない要因も存在する可能性に
留意していただきたいです。

松本：政策的インプリケーションを教えていただけますか。
劉：まず、海外で見られる移民の同化の傾向が在日外国人
にも観測されたことから、2018年から国が実施してきた
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に対し
て１つのエビデンスを提供できたと思います。

それから男女間の差異に関しては、これまでは主に経
済・社会的要因の面から改善を行ってきましたが、経済・
社会的要因だけでなく、個人の意識による要因もあると思
います。外国人が日本人と同じように経済・社会に居住し
ているのに、通勤行動における男女差が日本人より小さい
のは、外国人と日本人の間で男女役割分担意識が異なるこ

とが要因だと思います。日本の男女差を縮小するには、男
女役割分担意識を変える必要もあると考えます。

居住地に関しては、日本では特に地方の人口減少が深刻
化しているため、これまで外国人受け入れを地方の人手
不足対策の１つとして考えてきました。しかし分析の結
果、多くの外国人は日本人よりも、人口密度が高い地域
に居住する傾向があります。来日期間で見ると、日本に
長期的に居住すると来日初期より人口密度が高い地域に
居住する可能性が非常に高いという結果もあります。そ
のため、地方の労働力を補うために、単に外国人労働者
の受け入れだけでは、長期的には効果が薄い可能性があ
ると考えられます。

今年（2023年）発表された「令和5年版科学技術・イ
ノベーション白書」では、「地域から始まる科学技術・イ
ノベーション」の章が設けられており、人口減少対策とし
て、地域のイノベーションを1つの選択肢とすれば効果が
持続すると考えています。地域でイノベーションを行え
ば、地域内でも労働生産性の高い仕事が増え、地方で日本
人も外国人も増える可能性があります。ただし、イノベー
ションは時間がかかるため、地方において足元の人手不足
に対応するためには、外国人の受け入れは即効性があると
思います。外国人受け入れの長期的な効果を求める際に、
国際競争力の向上とイノベーションの促進のための、国際
人材の獲得と定着に力を入れる必要があります。もちろ
ん、即効性と長期効果の両方とも重要です。近年新設した
外国人受け入れ制度のうち、「特定技能１号」は即効性
に、「高度人材ポイント制」は長期的な効果に着目したと
思われます。国際的に労働力と人材の獲得競争が激しくな
る中、具体的な施策を一層充実すれば、良い効果が期待で
きると考えます。

松本：今後どのような研究を行っていかれますか。
劉：今回は2010年1年間のデータを用いた研究なのです
が、今後は長期間のデータを使って変化を見ていきたいと
考えています。近藤上席研究員とはこのような共同研究を
今後も続けていく予定です。

（敬称略）

脚注
1.  White, Michelle J. (1986) “Sex differences in urban 

commuting patterns.” The American economic review, 
76(2): 368–372. 

研究結果を解釈する上での注意点

政策的インプリケーション
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域では賃金が高い職のみを受け入れます。企業側は、労働
生産性が高い労働者に高い賃金を提示します。簡単に言え
ば、労働者の教育水準は、労働者の通勤距離にも影響を与
えるのです。

一方、都市経済学の考え方では、労働者は勤務地を所与
とし、職場から離れた郊外に住むと通勤距離が長いが住宅
コストが低いというメリットがあり、低い住宅コストに
よって通勤の非効用が補償されます。

ですから、居住地と勤務地のどちらも固定せずに、その
間の距離である通勤距離が労働経済学と都市経済学の両方
の要因によって決められることになります（注1）。その
ため、本研究でもどちらも固定せずに、通勤距離を分析対
象としています。

この研究に利用したデータは、「国勢調査」2010年
の調査票情報と、同調査の公開データです。回帰分析に
は、調査票情報のうち、外国人の全数データと、日本人の
10%無作為で抽出したデータを利用しました。さらに、
一般世帯の16歳～64歳の男女かつ、世帯主または世帯主
の配偶者に限定しました。また、在学中の日本人と外国
人、5年前に海外居住の日本人、技能実習と短期滞在の外
国人が除外されました。なお、本研究における外国人は、
「国勢調査」の調査対象で、調査時点で外国籍である人を
指します。

劉：通勤距離に関しては、１つの要因を考察する際に、観
測できるほかの要因による影響を除去した方法によって、
下記のような結果が得られました。

●  外国人・日本人いずれも学歴が高いほど通勤距離が
長い。

●  男女間では、外国人の方が日本人よりも差が小さ
い。（外国人は日本で生活しても男女差が日本人ほ
ど広がらない）――日本人の男女差は意識による部
分が大きいと考えられます。

●  結婚後に通勤距離が長くなるのは男性の方。（ただ
し、日本人男性の方がその傾向が強い）――外国人
男性が日本人男性よりも多くの家事を担っている可
能性が影響していると考えられます。

●  外国人は日本人と同じ経済・社会環境にいるにもか
かわらず、外国人出身国の主要10カ国において、す
べての国籍の既婚男性は日本人男性より通勤距離が

短い。それも、外国人と日本人の間の選好の違いに
よる可能性が高いと思われます。他の国と比べて日
本人の通勤距離が長いと言われているが、それは、
経済・社会の影響のみならず、労働者個人の選好に
も大きく影響される可能性が高いと考えられます。

●  外国人女性の通勤距離は日本人女性と同等。
●  パート・アルバイトは日本人・外国人ともに正社員

よりも通勤距離が短い。
●  同居する子どもや高齢者の影響は日本人・外国人と

もにあまり大きくない。

劉：居住地に関しては、主に居住地の人口密度と労働者の
各要因間の関係を調べ、通勤の分析と同様に、１つの要因
による影響を考察する際に、それぞれほかの要因による影
響を除去した方法で得られた結果、以下のような結果が見
られました。

●  外国人・日本人いずれも高学歴層と低学歴層は中間
学歴層より人口密度が高いエリアに居住する傾向が
ある。――田渕先生の論文では、住宅価格を代理変
数として使って似たような傾向が示され、主に理論
モデルで研究されていましたが、本研究では個人レ
ベルのデータを使って、その結果を支持する実証的
なエビデンスを提供することができました。

●  5年以上の滞在歴を持つ外国人は、来日初期の外国
人よりも人口密度が高いエリアに居住する傾向があ
る。――つまり来日して時間がたつにつれ、日本人
の行動に近づく可能性があると推測されます。

●  子どもを持つと、日本人も外国人も人口密度がより
低いエリアに居住する傾向がある。――要因は、子
育てによる居住スペースの需要増だと思います。た
だし、年齢が高い子どもの場合は年齢が低い子ども
の場合より影響が小さい結果となっています。

●  日本人の場合、男女ともに既婚者は未婚者より人口密
度が低いエリアに居住する傾向がある。外国人の場合
は、来日5年未満の既婚者が未婚者より人口密度が高
いエリアに居住する傾向があるが、来日5年以上にな
ると日本人と同じような傾向になる。――つまり、日
本に居住する時間が長くなるほど、日本人と似たよう
な行動になっている可能性があります。

通勤距離についての研究結果

居住地についての研究結果
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結果をまとめると、全体的に在日外国人は独自の特徴を
持つものの、特に来日5年以上の外国人は日本人に近い行
動と選択をしていることが分かりました。

松本：研究結果を解釈する上での注意点を教えていただけ
ますか。
劉：1つは内生性の問題です。内生性の疑いがあるのは、
子どもの変数と婚姻状況の変数です。子どもがいると通勤
距離が長くなることは、通勤距離が長い人、より広いス
ペースに住んでいる人が子どもを持つことを選択しやすい
という逆の因果関係の可能性もあります。ですから、どち
らが原因でどちらが結果になるのかということは、この研
究では特定していません。

もう1つは、パネルデータが得られないため、クロスセ
クションの分析を行っている点です。1人の外国人をずっ
と追跡しているデータはなかなかないため、来日期間によ
る影響を考察するために、同一時点にある異なる来日期間
の外国人について、学歴、世帯の特性、経済状況、従事す
る職業と産業などの変数をコントロールした上で得られた
結果です。この方法はimmigrantsの量的研究によく利用
される手法の１つですが(他国でもimmigrantsの追跡デー
タが得られにくい)、共通する制約点として、分析に利用
された変数以外にも観測できない要因が存在する可能性が
あることです。そのため、受け入れ国での滞在期間によっ
て異なる結果には、観測できない要因も存在する可能性に
留意していただきたいです。

松本：政策的インプリケーションを教えていただけますか。
劉：まず、海外で見られる移民の同化の傾向が在日外国人
にも観測されたことから、2018年から国が実施してきた
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に対し
て１つのエビデンスを提供できたと思います。

それから男女間の差異に関しては、これまでは主に経
済・社会的要因の面から改善を行ってきましたが、経済・
社会的要因だけでなく、個人の意識による要因もあると思
います。外国人が日本人と同じように経済・社会に居住し
ているのに、通勤行動における男女差が日本人より小さい
のは、外国人と日本人の間で男女役割分担意識が異なるこ

とが要因だと思います。日本の男女差を縮小するには、男
女役割分担意識を変える必要もあると考えます。

居住地に関しては、日本では特に地方の人口減少が深刻
化しているため、これまで外国人受け入れを地方の人手
不足対策の１つとして考えてきました。しかし分析の結
果、多くの外国人は日本人よりも、人口密度が高い地域
に居住する傾向があります。来日期間で見ると、日本に
長期的に居住すると来日初期より人口密度が高い地域に
居住する可能性が非常に高いという結果もあります。そ
のため、地方の労働力を補うために、単に外国人労働者
の受け入れだけでは、長期的には効果が薄い可能性があ
ると考えられます。

今年（2023年）発表された「令和5年版科学技術・イ
ノベーション白書」では、「地域から始まる科学技術・イ
ノベーション」の章が設けられており、人口減少対策とし
て、地域のイノベーションを1つの選択肢とすれば効果が
持続すると考えています。地域でイノベーションを行え
ば、地域内でも労働生産性の高い仕事が増え、地方で日本
人も外国人も増える可能性があります。ただし、イノベー
ションは時間がかかるため、地方において足元の人手不足
に対応するためには、外国人の受け入れは即効性があると
思います。外国人受け入れの長期的な効果を求める際に、
国際競争力の向上とイノベーションの促進のための、国際
人材の獲得と定着に力を入れる必要があります。もちろ
ん、即効性と長期効果の両方とも重要です。近年新設した
外国人受け入れ制度のうち、「特定技能１号」は即効性
に、「高度人材ポイント制」は長期的な効果に着目したと
思われます。国際的に労働力と人材の獲得競争が激しくな
る中、具体的な施策を一層充実すれば、良い効果が期待で
きると考えます。

松本：今後どのような研究を行っていかれますか。
劉：今回は2010年1年間のデータを用いた研究なのです
が、今後は長期間のデータを使って変化を見ていきたいと
考えています。近藤上席研究員とはこのような共同研究を
今後も続けていく予定です。

（敬称略）

脚注
1.  White, Michelle J. (1986) “Sex differences in urban 

commuting patterns.” The American economic review, 
76(2): 368–372. 
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研究者を目指したきっかけを教えてください。

私はもともと研究者を目指していたわけではないんです。
開発途上国や新興国を対象とする開発分野に興味があって、
実務と研究を行き来するうちにここまで来ました。

開発に興味を持ったきっかけは大きく2つあり、1つ目は、
ビジネスで面と向かって扱うことが難しい社会問題に関心が
あったこと、もう1つは、学生時代にベトナムで活動した経験で
す。現地の学生と日本人学生合わせて百数十人と一緒に両国
の諸問題について議論し合い、現地のメーカー、商社、大使
館等へアポを取って訪問したり、国際協力機構（JICA）が行
う政府開発援助（ODA）事業の現場視察をさせてもらう等、
素晴らしい経験をさせてもらいました。そこでベトナムをはじ
め、開発途上国・新興国に存在するさまざまな課題に問題意
識を持ち、「開発」という分野を仕事の道筋として見始めまし
た。

RIETIの研究者になろうと思った経緯について。

RIETIに来る前は、国際移住機関（IOM）、JICA、財務省、
世界銀行等で実務と研究の両面でキャリアを築いてきまし
た。

ベトナムでの経験から、開発分野でまずは10年がんばろ
う、と思いここまで来たわけですが、プライベートで子どもを
授かったこと等の環境変化から、当面、個人の裁量でより多く
の時間を持てる仕事を探すことにしました。結果、ご縁があっ
たRIETIで働くことにしました。

現在どのような研究を進められているのでしょうか。

1つは、経済発展に付随する諸問題の分析やそのメカニズ
ムの解明、もう1つは自然・人為災害に関する分析です。後者に
おいて、過去に行った分析には、東日本大震災の津波のもの
があるのですが、津波による負の影響が翌年の2012年には

消失し、7年後の2018年には被災地ほど、経済活動が活発で
あることが分かり驚きました。

経済規模はGDPやGNI、あるいは都道府県レベルの県民
経済計算という指標で見ることが多いのですが、県民経済計
算と夜間光に高い相関があることが分かり、経済活動の代理
変数として利用しています。もちろん、仮設地域や帰還困難
な地域はいまだにありますし、原発の問題等、課題は多く残
されていますが、少なくとも「経済」の復興は達成されている
ということです。日本でもEvidence-based policy making
（証拠／エビデンスに基づく政策形成）は推進の向きがあり
ますが、どのようなエビデンスに基づくかを吟味しつつ、被災
地域の政策形成につなげることが重要だと思っています。ま
た同時に、何をもって「復興」とするのか、という明確な政治
的決断も重要で、財政規律をよくよく検討し、予算の策定と執
行に取り組んでいかなければいけないと思います。 

他に、経済産業省との関連で今お手伝いさせていただいて
いるのは、健康状態改善アプリの効果検証です。経済産業省
の担当課と大学の研究者の方々も含めて、オンラインのラン
ダム化比較試験を検討しています。異分野の方々との協業な
ので実験のデザインを練り上げる大変さも感じつつですが、
学びのある経験をさせてもらっています。

研究の合間の息抜きや趣味について教えてください。

ここのところ、時間があるときは緑のある場所で散歩をし
たりしています。料理も好きなので、子どもが好きなものを
作って、あちこち一緒に行きたいですね。あとはお風呂が好き
で、ちょこちょこ銭湯に行っています（笑）。

FELLOW
INTERVIEW

RIETI RIETI研究員[政策エコノミスト]
(東京大学空間情報科学研究センター 
客員研究員)山 弘田 昂

国際移住機関（IOM）、国際協力機構（JICA）、財務省、世界銀行等を経て、現在、RIETI研究員（政策エコ
ノミスト）。関心分野は、開発経済学、経済地理、応用計量経済学、空間情報科学。名古屋大学にて博士号
取得。
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NON TECHNICAL SUMMARY

データ駆動型ビジネスへのシフトが強まる中、企業の間で
データの収集と活用に向けた動きが活発化している。国際貿
易においてはデータ収集と移転を伴ういわゆるデジタル貿易
の拡大により、海外でデータを収集する必要性が高まってい
る。こうした企業のデータ収集を決定づける要因について企業
レベルで接近を試みた研究はデータ制約もあり限られている。
また、決定要因としてどの企業属性が影響するかについて示し
た先行研究は見当たらない。このため本研究では、どのような
企業属性がデータ収集の開始に関連性を有するのか、さまざ
まな企業属性の中から説明力を有する重要な属性を過去の傾
向から経験的に絞り込むことが可能な機械学習の手法を用い
たLASSO回帰によって分析を試みた。

分析対象は2019年と2021年に日本企業の事業活動におけ
るデータ収集活動の有無について実施したアンケート調査に
回答した2,108社であり、2調査の回答分布は表1に示す通り
である。2時点でデータ収集なしの企業は全体の4割余りある
が、2019年にはデータ収集なしと回答し2021年に国内データ
収集ありと回答した企業が2割ほど、同じく2019年にデータ
収集なしで2021年に国内と海外でデータ収集と回答した企業
が1割ほど存在し、この期間に新たにデータ収集を開始したと
推測される企業の割合も顕著である。

分析では、2019年の企業属性が2019～2021年のステー
タス変化に影響を与えたと考え、LASSO回帰によってデータ
収集への参入に重要な企業属性の特定を試みた。候補となる
企業属性は生産性や企業規模のほか、外国との取引、部門別
従業員構成比など43変数があり、このうちLASSO回帰で海
外データ収集への参入を説明する力が強いと判断された属性
は、労働生産性、売上高、無形資産、直接投資残高、能力開発
費、サービス輸出入、海外への製造業務委託といった企業属
性であった。

これらの企業属性の中でも特に直接投資残高の影響は顕著
であり、海外データ収集が主に自社の海外子会社を通じて行
われている実態を反映している。これは多国籍企業のグロー
バルな活動を維持するには、データセンターやサーバーなど
の海外拠点の設置や子会社と本社間の密接な情報共有が不
可欠であるからだと考えられる。また、無形資産やサービス貿
易、製造業務の海外業務委託が選ばれていることは、製品の
製造・販売に特化するのではなく製品とサービス（例えばメン
テナンスサービスなど）を融合させたサービス化が海外データ
収集を伴うデジタル貿易の開始に重要であることを示唆して
いる。さらに注目すべき結果は、能力開発費が選ばれている点
である。従来の財・サービスの貿易からデジタル貿易に移行す

ノンテクニカルサマリーは、分析結果を踏まえつつ、政策的含意を中心に大胆に記述したもので、DP・PDPの一部分ではありません。
分析内容の詳細はDP・PDP本文をお読みください。なお著者の所属・役職は執筆当時のものです。

NON TECHNICAL SUMMARY

越境データフローの企業レベルの決定要因：
変数選択手法に基づくミクロ計量分析

伊藤 萬里 RIETIリサーチアソシエイト ／ 冨浦 英一 RIETIファカルティフェロー

このノンテクニカルサマリーのディスカッション・ペーパーは
RIETIウェブサイトでご覧いただけます。

表１
2021 年

2019 年 データ収集なし 国内でのみ収集 国内 & 海外でデータ収集 計

データ収集なし 862 (40.9%) 444 (21.1%) 234 (11.1%) 1,540

国内でのみデータ収集 146 (6.9%) 136 (6.5%) 66 (3.1%) 348

国内 & 海外でデータ収集 55 (2.6%) 64 (3.0%) 101 (4.8%) 220

計 1,063 644 401 2,108 (100%)
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研究者を目指したきっかけを教えてください。

私はもともと研究者を目指していたわけではないんです。
開発途上国や新興国を対象とする開発分野に興味があって、
実務と研究を行き来するうちにここまで来ました。

開発に興味を持ったきっかけは大きく2つあり、1つ目は、
ビジネスで面と向かって扱うことが難しい社会問題に関心が
あったこと、もう1つは、学生時代にベトナムで活動した経験で
す。現地の学生と日本人学生合わせて百数十人と一緒に両国
の諸問題について議論し合い、現地のメーカー、商社、大使
館等へアポを取って訪問したり、国際協力機構（JICA）が行
う政府開発援助（ODA）事業の現場視察をさせてもらう等、
素晴らしい経験をさせてもらいました。そこでベトナムをはじ
め、開発途上国・新興国に存在するさまざまな課題に問題意
識を持ち、「開発」という分野を仕事の道筋として見始めまし
た。

RIETIの研究者になろうと思った経緯について。

RIETIに来る前は、国際移住機関（IOM）、JICA、財務省、
世界銀行等で実務と研究の両面でキャリアを築いてきまし
た。

ベトナムでの経験から、開発分野でまずは10年がんばろ
う、と思いここまで来たわけですが、プライベートで子どもを
授かったこと等の環境変化から、当面、個人の裁量でより多く
の時間を持てる仕事を探すことにしました。結果、ご縁があっ
たRIETIで働くことにしました。

現在どのような研究を進められているのでしょうか。

1つは、経済発展に付随する諸問題の分析やそのメカニズ
ムの解明、もう1つは自然・人為災害に関する分析です。後者に
おいて、過去に行った分析には、東日本大震災の津波のもの
があるのですが、津波による負の影響が翌年の2012年には

消失し、7年後の2018年には被災地ほど、経済活動が活発で
あることが分かり驚きました。

経済規模はGDPやGNI、あるいは都道府県レベルの県民
経済計算という指標で見ることが多いのですが、県民経済計
算と夜間光に高い相関があることが分かり、経済活動の代理
変数として利用しています。もちろん、仮設地域や帰還困難
な地域はいまだにありますし、原発の問題等、課題は多く残
されていますが、少なくとも「経済」の復興は達成されている
ということです。日本でもEvidence-based policy making
（証拠／エビデンスに基づく政策形成）は推進の向きがあり
ますが、どのようなエビデンスに基づくかを吟味しつつ、被災
地域の政策形成につなげることが重要だと思っています。ま
た同時に、何をもって「復興」とするのか、という明確な政治
的決断も重要で、財政規律をよくよく検討し、予算の策定と執
行に取り組んでいかなければいけないと思います。 

他に、経済産業省との関連で今お手伝いさせていただいて
いるのは、健康状態改善アプリの効果検証です。経済産業省
の担当課と大学の研究者の方々も含めて、オンラインのラン
ダム化比較試験を検討しています。異分野の方々との協業な
ので実験のデザインを練り上げる大変さも感じつつですが、
学びのある経験をさせてもらっています。

研究の合間の息抜きや趣味について教えてください。

ここのところ、時間があるときは緑のある場所で散歩をし
たりしています。料理も好きなので、子どもが好きなものを
作って、あちこち一緒に行きたいですね。あとはお風呂が好き
で、ちょこちょこ銭湯に行っています（笑）。
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RIETI RIETI研究員[政策エコノミスト]
(東京大学空間情報科学研究センター 
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NON TECHNICAL SUMMARY

データ駆動型ビジネスへのシフトが強まる中、企業の間で
データの収集と活用に向けた動きが活発化している。国際貿
易においてはデータ収集と移転を伴ういわゆるデジタル貿易
の拡大により、海外でデータを収集する必要性が高まってい
る。こうした企業のデータ収集を決定づける要因について企業
レベルで接近を試みた研究はデータ制約もあり限られている。
また、決定要因としてどの企業属性が影響するかについて示し
た先行研究は見当たらない。このため本研究では、どのような
企業属性がデータ収集の開始に関連性を有するのか、さまざ
まな企業属性の中から説明力を有する重要な属性を過去の傾
向から経験的に絞り込むことが可能な機械学習の手法を用い
たLASSO回帰によって分析を試みた。

分析対象は2019年と2021年に日本企業の事業活動におけ
るデータ収集活動の有無について実施したアンケート調査に
回答した2,108社であり、2調査の回答分布は表1に示す通り
である。2時点でデータ収集なしの企業は全体の4割余りある
が、2019年にはデータ収集なしと回答し2021年に国内データ
収集ありと回答した企業が2割ほど、同じく2019年にデータ
収集なしで2021年に国内と海外でデータ収集と回答した企業
が1割ほど存在し、この期間に新たにデータ収集を開始したと
推測される企業の割合も顕著である。

分析では、2019年の企業属性が2019～2021年のステー
タス変化に影響を与えたと考え、LASSO回帰によってデータ
収集への参入に重要な企業属性の特定を試みた。候補となる
企業属性は生産性や企業規模のほか、外国との取引、部門別
従業員構成比など43変数があり、このうちLASSO回帰で海
外データ収集への参入を説明する力が強いと判断された属性
は、労働生産性、売上高、無形資産、直接投資残高、能力開発
費、サービス輸出入、海外への製造業務委託といった企業属
性であった。

これらの企業属性の中でも特に直接投資残高の影響は顕著
であり、海外データ収集が主に自社の海外子会社を通じて行
われている実態を反映している。これは多国籍企業のグロー
バルな活動を維持するには、データセンターやサーバーなど
の海外拠点の設置や子会社と本社間の密接な情報共有が不
可欠であるからだと考えられる。また、無形資産やサービス貿
易、製造業務の海外業務委託が選ばれていることは、製品の
製造・販売に特化するのではなく製品とサービス（例えばメン
テナンスサービスなど）を融合させたサービス化が海外データ
収集を伴うデジタル貿易の開始に重要であることを示唆して
いる。さらに注目すべき結果は、能力開発費が選ばれている点
である。従来の財・サービスの貿易からデジタル貿易に移行す

ノンテクニカルサマリーは、分析結果を踏まえつつ、政策的含意を中心に大胆に記述したもので、DP・PDPの一部分ではありません。
分析内容の詳細はDP・PDP本文をお読みください。なお著者の所属・役職は執筆当時のものです。
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越境データフローの企業レベルの決定要因：
変数選択手法に基づくミクロ計量分析

伊藤 萬里 RIETIリサーチアソシエイト ／ 冨浦 英一 RIETIファカルティフェロー

このノンテクニカルサマリーのディスカッション・ペーパーは
RIETIウェブサイトでご覧いただけます。

表１
2021 年

2019 年 データ収集なし 国内でのみ収集 国内 & 海外でデータ収集 計

データ収集なし 862 (40.9%) 444 (21.1%) 234 (11.1%) 1,540

国内でのみデータ収集 146 (6.9%) 136 (6.5%) 66 (3.1%) 348

国内 & 海外でデータ収集 55 (2.6%) 64 (3.0%) 101 (4.8%) 220

計 1,063 644 401 2,108 (100%)
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るためには、サービス化と共に企業内でリスキリングが求めら
れることを反映していると考えられる。

国際貿易においてデータ収集と移転を伴うデジタル貿易は、
今後も情報通信技術のさらなる発展や関連する規制の撤廃に
よって一段と拡大する見込みである。本稿の分析結果からは、
現状では多国籍企業がデジタル貿易を中心的に担っているこ
とがうかがえる。多国籍企業は企業数としては全体のごく一部
だが、規模が大きく、高賃金を支払い高度人材を雇っていて、
取引相手も多く、研究開発の中心であることなどからその影
響は幅広い経済分野に波及するといえよう。このように一部の
多国籍企業に海外データ収集が集中する背景には、進出先で

データの国外移転を禁じるデータ・ローカライゼーション規制
があるためという見方もできる。この点について政策的には、
日本はDFFT（Data Free Flow with Trust：信頼性のある自
由なデータ流通）の旗振り役として越境データ移転の円滑化
を一層進めていくことで、多国籍企業以外の企業もデジタル貿
易への参入が容易になることが期待される。また、サービス化
への対応や人への投資の遅れがデジタル貿易参入の遅れにつ
ながっている可能性もあることから、企業のサービス化とリス
キリングを一段と推進していくことで、デジタル貿易を通じ海
外市場が拓かれる可能性がある。

近年、気候変動に歯止めをかけようと、世界各国でカーボ
ンプライシングの導入が盛んになっている。加盟国間での炭
素税導入の先駆者である欧州連合（EU）は、2005年に最初
の排出量取引制度（ETS）を導入した。EU ETSの排出枠価格
の上昇は、欧州の産業界にカーボンリーケージの懸念を呼び
起こした。排出枠の価格が上昇すれば、産業界が直面するコ
ストも上昇する。そのため、経済学者たちは以前から、欧州の
産業が競争力を失い、欧州製品の価格も上昇するのではない
かと懸念してきた。このような状況の中で、カーボンプライシ
ングに直面していない国への産業移転が起こる可能性が高
い。加えて、外国製品の需要が増加し、それに伴って外国製品
からの排出量も増加することが予想される。このような影響
は、しばしば「カーボンリーケージ」と呼ばれる。

こうした中、EUはカーボンリーケージの懸念に対処するた
め、2023年10月に国境炭素調整メカニズム（CBAM）を導入
する。このメカニズムは、EU国境での輸入に対する炭素価格
の上乗せの形をとる。その額は、ある製品についてEUの生産
者と外国の生産者が支払った炭素価格の差に基づいて決定

される。そうすることで、EUは自国の産業にとって公平な競
争条件を確保することを目指している。EU CBAMは、この
種の提案としては初めて可決され、実施される予定である。
当初は、鉄鋼、アルミニウム、化学製品、セメント、電力製品に
のみ課税される。これらの製品をEUに輸入しようとする企業
は、その製品に含まれる具体化された排出量を報告しなけれ
ばならず、EUの同様の製品の生産者が支払った炭素価格を
反映したCBAM排出枠を購入しなければならない。EUへの
輸入に対する課税として、CBAMは貿易の流れ、生産構造、
そしてEUの貿易相手国間の炭素価格政策に顕著かつ長期的
な影響を与えると考えられる。構造グラビティモデルを用い
て、本研究はCBAMが貿易、厚生、生産に与える影響をシミュ
レーションする。EUはCBAMの導入を気候保護の一形態と
して正当化しているため、この政策が排出量に与える影響も
計算した。グローバルな結果に加え、アジア太平洋（APAC）
地域の経済について、国レベルの分析も行っている。生産に
おけるエネルギー集約度が高く、貿易に大きく依存し、カーボ
ンプライシング政策がほとんど実施されていないアジア太平

ノンテクニカルサマリーは、分析結果を踏まえつつ、政策的含意を中心に大胆に記述したもので、DP・PDPの一部分ではありません。
分析内容の詳細はDP・PDP本文をお読みください。なお著者の所属・役職は執筆当時のものです。
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欧州連合の国境炭素調整が
アジア太平洋地域に与える影響：
構造グラビティ分析
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洋地域は、CBAMの影響を特に受けやすいと予想される。
分析の結果、CBAMが厚生に与える影響は、地域に関係

なく小さいことが分かった。一方、この政策は輸出を減少さ
せると予想され、その減少幅は世界全体で-0.29%（金属製
品）から-1.49%（鉄鋼製品）である。南アジアと中央アジア
では輸出の減少が最も大きく、南アジアの粗鉄鋼製品では
-10.52%、中央アジアの化学製品では-7.03%と推定される。
この特別な結果は、CBAMが保護主義的な政策であることを
裏付けているようである。EU諸国では、1.31%（非鉄金属）か
ら5.24%（鉄鋼）の間で生産が回復し、生産からの排出量も
同程度に回復すると推定される。

開発レベルによってこの政策に対する脆弱性に大きな違い
があることを示しており、これはアジアと太平洋地域のケース
スタディーによって例証されている。中所得国の経済は特に
CBAMの影響を受け、輸出、生産、排出が大きく減少する。
この点を説明するために、図1は日本と中国の鉄鋼輸出の変
化を示している。生産における排出集約度が高く、2014年
にカーボンプライシングが導入されなかった中国は、相対的
に高いCBAM価格に直面することになる。その結果、シミュ
レーションでは、中国のEU向け輸出は激減し、アフリカ向け
輸出はわずかにリバウンド効果が予測される。これに対して
日本は、エネルギー集約製品の炭素効率の高さと地球温暖
化対策税により、相対的に低いCBAM価格に直面すると予想
される。シミュレーションでは、比較優位を得た日本や他の
高所得国は、EU向けの輸出が増加すると予測している。従っ
て、本研究は、この政策が「気候クラブ（注1）」の創設に寄与
し、国家間のグローバルな不平等を拡大する可能性があるこ
とを示唆している。

図1：日本（左）と中国（右）の鉄鋼輸出の変化率

表1にCBAMによる排出量の計算を記載している。排出量
は生産からの排出に加え、運送活動からの排出量も含まれて
いる。世界全体では、CBAMは排出量を削減すると予想され
るが、この削減の大部分は運送活動によるものである。この
削減量は、この政策が2014年に導入されていた場合、およそ
770百万トンCO2になると推定される。そのうちの73%は、
運送活動と貿易（輸出の削減、または、より近い仕向け地へ
の輸出）による排出の減少によるものである。生産活動（化
学製品、非鉄金属）からの排出量に若干のリバウンド効果が
見られるものの、おおむね貿易からの排出量で相殺されてい
る。最大の排出削減は鉄鋼部門（-693百万トンCO2）であり、
次いで化学部門（-132百万トンCO2）である。最大の削減量は
アジア太平洋地域（-768百万トンCO2）である。全体として、
EU31諸国は、鉄鋼部門、化学部門に次いで、生産部門からの
排出量（+586百万トンCO2）が最も増加している。おそらく、
海上距離の計算や排出係数の選択における近似値のために、
排出削減量を過大評価している可能性があるが、それでもな
お、CBAMは世界全体でCO2排出量を削減するために効果的
な政策であると結論付けることができる。

脚注
1. 発展途上国を含まずに、主に低排出国同士で貿易を行う先進国グ

ループ

表1：CBAMによる排出量の計算
単位：

Mt CO2
 化学製品 鉄鋼 非鉄金属 金属製品 合計

アジア太平洋 -218.14 -543.76 -2.42 -3.58 -767.9

アジアその他 54.44 -289.73 12.27 -3.31 -226.33

CBAM
実施国 -28.23 311.93 14.88 2.93 301.51

欧州その他 54.15 -128.37 3.04 0.38 -70.8

地域その他 5.86 -43.27 31.14 -0.1 -6.37

世界 -131.92 -693.18 58.9 -3.7 -769.9
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るためには、サービス化と共に企業内でリスキリングが求めら
れることを反映していると考えられる。

国際貿易においてデータ収集と移転を伴うデジタル貿易は、
今後も情報通信技術のさらなる発展や関連する規制の撤廃に
よって一段と拡大する見込みである。本稿の分析結果からは、
現状では多国籍企業がデジタル貿易を中心的に担っているこ
とがうかがえる。多国籍企業は企業数としては全体のごく一部
だが、規模が大きく、高賃金を支払い高度人材を雇っていて、
取引相手も多く、研究開発の中心であることなどからその影
響は幅広い経済分野に波及するといえよう。このように一部の
多国籍企業に海外データ収集が集中する背景には、進出先で

データの国外移転を禁じるデータ・ローカライゼーション規制
があるためという見方もできる。この点について政策的には、
日本はDFFT（Data Free Flow with Trust：信頼性のある自
由なデータ流通）の旗振り役として越境データ移転の円滑化
を一層進めていくことで、多国籍企業以外の企業もデジタル貿
易への参入が容易になることが期待される。また、サービス化
への対応や人への投資の遅れがデジタル貿易参入の遅れにつ
ながっている可能性もあることから、企業のサービス化とリス
キリングを一段と推進していくことで、デジタル貿易を通じ海
外市場が拓かれる可能性がある。

近年、気候変動に歯止めをかけようと、世界各国でカーボ
ンプライシングの導入が盛んになっている。加盟国間での炭
素税導入の先駆者である欧州連合（EU）は、2005年に最初
の排出量取引制度（ETS）を導入した。EU ETSの排出枠価格
の上昇は、欧州の産業界にカーボンリーケージの懸念を呼び
起こした。排出枠の価格が上昇すれば、産業界が直面するコ
ストも上昇する。そのため、経済学者たちは以前から、欧州の
産業が競争力を失い、欧州製品の価格も上昇するのではない
かと懸念してきた。このような状況の中で、カーボンプライシ
ングに直面していない国への産業移転が起こる可能性が高
い。加えて、外国製品の需要が増加し、それに伴って外国製品
からの排出量も増加することが予想される。このような影響
は、しばしば「カーボンリーケージ」と呼ばれる。

こうした中、EUはカーボンリーケージの懸念に対処するた
め、2023年10月に国境炭素調整メカニズム（CBAM）を導入
する。このメカニズムは、EU国境での輸入に対する炭素価格
の上乗せの形をとる。その額は、ある製品についてEUの生産
者と外国の生産者が支払った炭素価格の差に基づいて決定

される。そうすることで、EUは自国の産業にとって公平な競
争条件を確保することを目指している。EU CBAMは、この
種の提案としては初めて可決され、実施される予定である。
当初は、鉄鋼、アルミニウム、化学製品、セメント、電力製品に
のみ課税される。これらの製品をEUに輸入しようとする企業
は、その製品に含まれる具体化された排出量を報告しなけれ
ばならず、EUの同様の製品の生産者が支払った炭素価格を
反映したCBAM排出枠を購入しなければならない。EUへの
輸入に対する課税として、CBAMは貿易の流れ、生産構造、
そしてEUの貿易相手国間の炭素価格政策に顕著かつ長期的
な影響を与えると考えられる。構造グラビティモデルを用い
て、本研究はCBAMが貿易、厚生、生産に与える影響をシミュ
レーションする。EUはCBAMの導入を気候保護の一形態と
して正当化しているため、この政策が排出量に与える影響も
計算した。グローバルな結果に加え、アジア太平洋（APAC）
地域の経済について、国レベルの分析も行っている。生産に
おけるエネルギー集約度が高く、貿易に大きく依存し、カーボ
ンプライシング政策がほとんど実施されていないアジア太平

ノンテクニカルサマリーは、分析結果を踏まえつつ、政策的含意を中心に大胆に記述したもので、DP・PDPの一部分ではありません。
分析内容の詳細はDP・PDP本文をお読みください。なお著者の所属・役職は執筆当時のものです。

NON TECHNICAL SUMMARY

欧州連合の国境炭素調整が
アジア太平洋地域に与える影響：
構造グラビティ分析

モルタ・アリン （早稲田大学）／有村 俊秀 RIETIファカルティフェロー

武田 史郎 （京都産業大学）／チェスノコバ・タチャナ （早稲田大学）

このノンテクニカルサマリーのディスカッション・ペーパーは
RIETIウェブサイトでご覧いただけます。
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NON TECHNICAL SUMMARY

洋地域は、CBAMの影響を特に受けやすいと予想される。
分析の結果、CBAMが厚生に与える影響は、地域に関係

なく小さいことが分かった。一方、この政策は輸出を減少さ
せると予想され、その減少幅は世界全体で-0.29%（金属製
品）から-1.49%（鉄鋼製品）である。南アジアと中央アジア
では輸出の減少が最も大きく、南アジアの粗鉄鋼製品では
-10.52%、中央アジアの化学製品では-7.03%と推定される。
この特別な結果は、CBAMが保護主義的な政策であることを
裏付けているようである。EU諸国では、1.31%（非鉄金属）か
ら5.24%（鉄鋼）の間で生産が回復し、生産からの排出量も
同程度に回復すると推定される。

開発レベルによってこの政策に対する脆弱性に大きな違い
があることを示しており、これはアジアと太平洋地域のケース
スタディーによって例証されている。中所得国の経済は特に
CBAMの影響を受け、輸出、生産、排出が大きく減少する。
この点を説明するために、図1は日本と中国の鉄鋼輸出の変
化を示している。生産における排出集約度が高く、2014年
にカーボンプライシングが導入されなかった中国は、相対的
に高いCBAM価格に直面することになる。その結果、シミュ
レーションでは、中国のEU向け輸出は激減し、アフリカ向け
輸出はわずかにリバウンド効果が予測される。これに対して
日本は、エネルギー集約製品の炭素効率の高さと地球温暖
化対策税により、相対的に低いCBAM価格に直面すると予想
される。シミュレーションでは、比較優位を得た日本や他の
高所得国は、EU向けの輸出が増加すると予測している。従っ
て、本研究は、この政策が「気候クラブ（注1）」の創設に寄与
し、国家間のグローバルな不平等を拡大する可能性があるこ
とを示唆している。

図1：日本（左）と中国（右）の鉄鋼輸出の変化率

表1にCBAMによる排出量の計算を記載している。排出量
は生産からの排出に加え、運送活動からの排出量も含まれて
いる。世界全体では、CBAMは排出量を削減すると予想され
るが、この削減の大部分は運送活動によるものである。この
削減量は、この政策が2014年に導入されていた場合、およそ
770百万トンCO2になると推定される。そのうちの73%は、
運送活動と貿易（輸出の削減、または、より近い仕向け地へ
の輸出）による排出の減少によるものである。生産活動（化
学製品、非鉄金属）からの排出量に若干のリバウンド効果が
見られるものの、おおむね貿易からの排出量で相殺されてい
る。最大の排出削減は鉄鋼部門（-693百万トンCO2）であり、
次いで化学部門（-132百万トンCO2）である。最大の削減量は
アジア太平洋地域（-768百万トンCO2）である。全体として、
EU31諸国は、鉄鋼部門、化学部門に次いで、生産部門からの
排出量（+586百万トンCO2）が最も増加している。おそらく、
海上距離の計算や排出係数の選択における近似値のために、
排出削減量を過大評価している可能性があるが、それでもな
お、CBAMは世界全体でCO2排出量を削減するために効果的
な政策であると結論付けることができる。

脚注
1. 発展途上国を含まずに、主に低排出国同士で貿易を行う先進国グ

ループ

表1：CBAMによる排出量の計算
単位：

Mt CO2
 化学製品 鉄鋼 非鉄金属 金属製品 合計

アジア太平洋 -218.14 -543.76 -2.42 -3.58 -767.9

アジアその他 54.44 -289.73 12.27 -3.31 -226.33

CBAM
実施国 -28.23 311.93 14.88 2.93 301.51

欧州その他 54.15 -128.37 3.04 0.38 -70.8

地域その他 5.86 -43.27 31.14 -0.1 -6.37

世界 -131.92 -693.18 58.9 -3.7 -769.9
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略語
CRO: チーフリサーチオフィサー
SA	 : シニアアドバイザー
SRA: シニアリサーチアドバイザー
PD	 : プログラムディレクター
SF	 : シニアフェロー（上席研究員）
F	 : フェロー（研究員）

FF	 : ファカルティフェロー
CF	 : コンサルティングフェロー
VF	 : 客員研究員
VS	 : ヴィジティングスカラー
RC	 : 研究コーディネーター
RAs: リサーチアソシエイト

【第5期中期目標期間の取り組みについて】
RIETIは、強みである「中立的な立場からの理論的・実証的な政策研究の実施および政策提言」「内外の幅広いネットワークを活かした研究体制」
「ミクロデータ等を用いた幅広い政策的ニーズへの的確な対応」を活かし、研究をレベルアップするとともに政策立案への貢献に努めます。
特に第5期においては、①社会科学的な要素と産業技術の融合（いわゆる文理融合）、②民間のビッグデータの活用および独自のデータ構
築、③EBPM（Evidence-Based	Policy	Making）に資する政策評価分析というタイプの研究に注力することとしています。

ディスカッション・ペーパー（DP）は、専門論文の形式でまとめられたフェローの研究成
果で、活発な議論を喚起することを目的としています。論文は、原則として内部のレビュ
ー・プロセスを経て掲載されます。DP・PDPに掲載されている所属・役職は、執筆当時の
ものです。

第5期中期目標期間（2020年4月-2024年3月）の研究成果

マクロ経済と少子高齢化

2023年10月		23-E-071
Sectoral Evidence on Indonesian Economic 
Performance after the Pandemic
日本語タイトル：パンデミック後のインドネシアの景気動向
に関するセクター別エビデンス
■Willem	THORBECKE	SF
■プロジェクト：Economic	Shocks,	 the	Japanese	and	World	
Economies,	and	Possible	Policy	Responses
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e071.pdf

貿易投資

2023年8月	23-E-061
Trade with Search Frictions: Identifying New Gains 
from Trade
日本語タイトル：サーチ摩擦がある下での貿易：新たな貿易
利益を特定化すること
■荒	知宏（福島大学）
■プロジェクト：グローバル経済が直面する政策課題の分析
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e061.pdf

地域経済

2023年8月	23-J-029
電子商取引の進展による地域消費構造の変容と地域経済へ
の影響
■石川	良文（南山大学）、中村	良平	FF
■プロジェクト：地方創生の検証とコロナ禍後の地域経済、都市経済
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j029.pdf

イノベーション

2023年8月	23-E-062
Sources of Heterogeneous Treatment Effects of 
Incorporating Manufacturing Kohsetsushi: Evidence 
from panel data of technology extension
日本語タイトル：公設試験研究機関の法人化の効果の異質性
■福川	信也（東北大学）
■プロジェクト：国際的に見た日本産業のイノベーション能力の検証
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e062.pdf

産業フロンティア

2023年9月	23-J-030
保育所等の整備が出生率に与える影響
■宇南山	卓	FF
■プロジェクト：経済主体の異質性と日本経済の持続可能性
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j030.pdf

マクロ経済と少子高齢化 貿易投資 地域経済

イノベーション 産業フロンティア 産業・企業生産性向上

人的資本 融合領域（文理融合・異分野融合）

特定研究

政策評価（EBPM）

研究プログラムの 構 成

ディスカッション・ペーパー（DP）紹介
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産業・企業生産性向上

2023年9月	23-J-036
従業員の高齢化がイノベーションと生産性に及ぼす影響に関
する実証分析
■深尾	京司	FF、金	榮愨（専修大学）、権	赫旭	FF
■プロジェクト：東アジア産業生産性
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j036.pdf

人的資本

2023年9月	23-J-032
営利・非営利企業間賃金格差：介護産業の事例から‐教師付
き学習を用いた労働者間異質性の探索
■殷	婷	F、川田	恵介（東京大学）
■プロジェクト：コロナ禍における日中少子高齢化問題に関する経済分析
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j032.pdf

政策評価（EBPM）

2023年9月	23-E-068
The Effect of Silent Eating during Lunchtime at 
Schools on the COVID-19 Outbreaks
日本語タイトル：学校給食時の黙食がCOVID-19の感染に与
える影響
■高橋	遼（早稲田大学）、伊芸	研吾（慶應義塾大学）、津川	友介（カリ
フォルニア大学ロサンゼルス校）、中室	牧子	FF
■プロジェクト：日本におけるエビデンスに基づく政策形成の実装
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e068.pdf

特定研究

2023年10月	23-J-037
変容するEUの対中戦略―経済安全保障分野を中心に―
■鶴岡	路人（慶應義塾大学）
■プロジェクト：グローバル・インテリジェンス・プロジェクト（国際秩序
の変容と日本の中長期的競争力に関する研究）
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j037.pdf

その他特別な研究成果

2023年9月	23-J-033
「科学技術スキル」と「対人サービススキル」の2種の職業スキル
が日本の労働市場においてどう評価され、またそれが男女賃金格
差や非正規雇用による人材の不活用にどう結びついているのか
■山口	一男	VF
■プロジェクト：なし
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j033.pdf

2023年10月	23-P-020

【WTO等国際通商判例解説㊷】韓国－労働組合法事件－自由貿
易協定における労働問題の包摂とその動態－
■関根	豪政（横浜国立大学大学院）

■プロジェクト：現代国際通商・投資システムの総合的研究（第VI期）

■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/pdp/23p020.pdf

2023年9月6日

【DXシリーズ（経済産業省デジタル高度化推進室（DX推進室）連携企画）】
アニメ制作現場の未来：画像生成AIを利用するにあたって
◆	スピーカー:	 	櫻井	大樹（株式会社サラマンダー	ピクチャーズ	代表取締役）
◆	コメンテータ:	 	堀	達也（経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課	総括

補佐）
◆	モデレータ:	 	木戸	冬子（RIETIコンサルティングフェロー	/	情報・システム研

究機構	特任助教	/	国立情報学研究所	客員研究員）

ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）紹介

BBL セミナー開催実績

ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）は、RIETI	の研究に関連して作成され、政策をめぐる議論
にタイムリーに貢献する論文等を収録しています。RIETI	ウェブサイトからダウンロードが可能です。なお、
ここに掲載されている所属・役職は執筆当時のものです。

BBL（Brown	Bag	Lunch）セミナーでは、国内外の識者を招き講演を行い、さまざまなテーマについて
政策立案者、アカデミア、産業界、ジャーナリスト、外交官らとのディスカッションを行っています。なお、
スピーカーの所属・役職は講演当時のものです。

本年もRIETI	Highlightをよろしくお願いいたします。
新しく着任された研究員の方へのインタビュアーを務め
ておりますが、長年在籍している職員（←私）が見落として
いるRIETIの良さに気づくことができて新鮮です。
次号はRIETI	Highlight100号記念号となります。まだ詳
細は明かせませんが特集でビッグネームが登場するかもし
れません。ご期待ください。（谷）

新年おめでとうございます。本号では特集のほかに
Research	Digestに力を入れて2本掲載しました。専門的
なペーパーの論点を少しでもわかりやすく紹介できていれ
ば幸いです。本年もRIETIの活動を皆さんに知っていただ
けるよう、頑張ります。（湯）

明けましておめでとうございます。
宇南山卓ファカルティフェローが日経・経済図書文化賞お
よびサントリー学芸賞を受賞されました。BBLセミナー開催
報告「現代日本の消費分析：ライフサイクル理論の現在地」
の記事を担当したので、うれしい知らせでした。（岡）

編 後集 記
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「ミクロデータ等を用いた幅広い政策的ニーズへの的確な対応」を活かし、研究をレベルアップするとともに政策立案への貢献に努めます。
特に第5期においては、①社会科学的な要素と産業技術の融合（いわゆる文理融合）、②民間のビッグデータの活用および独自のデータ構
築、③EBPM（Evidence-Based	Policy	Making）に資する政策評価分析というタイプの研究に注力することとしています。

ディスカッション・ペーパー（DP）は、専門論文の形式でまとめられたフェローの研究成
果で、活発な議論を喚起することを目的としています。論文は、原則として内部のレビュ
ー・プロセスを経て掲載されます。DP・PDPに掲載されている所属・役職は、執筆当時の
ものです。

第5期中期目標期間（2020年4月-2024年3月）の研究成果

マクロ経済と少子高齢化

2023年10月		23-E-071
Sectoral Evidence on Indonesian Economic 
Performance after the Pandemic
日本語タイトル：パンデミック後のインドネシアの景気動向
に関するセクター別エビデンス
■Willem	THORBECKE	SF
■プロジェクト：Economic	Shocks,	 the	Japanese	and	World	
Economies,	and	Possible	Policy	Responses
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e071.pdf

貿易投資

2023年8月	23-E-061
Trade with Search Frictions: Identifying New Gains 
from Trade
日本語タイトル：サーチ摩擦がある下での貿易：新たな貿易
利益を特定化すること
■荒	知宏（福島大学）
■プロジェクト：グローバル経済が直面する政策課題の分析
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e061.pdf

地域経済

2023年8月	23-J-029
電子商取引の進展による地域消費構造の変容と地域経済へ
の影響
■石川	良文（南山大学）、中村	良平	FF
■プロジェクト：地方創生の検証とコロナ禍後の地域経済、都市経済
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j029.pdf

イノベーション

2023年8月	23-E-062
Sources of Heterogeneous Treatment Effects of 
Incorporating Manufacturing Kohsetsushi: Evidence 
from panel data of technology extension
日本語タイトル：公設試験研究機関の法人化の効果の異質性
■福川	信也（東北大学）
■プロジェクト：国際的に見た日本産業のイノベーション能力の検証
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e062.pdf

産業フロンティア

2023年9月	23-J-030
保育所等の整備が出生率に与える影響
■宇南山	卓	FF
■プロジェクト：経済主体の異質性と日本経済の持続可能性
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j030.pdf

マクロ経済と少子高齢化 貿易投資 地域経済

イノベーション 産業フロンティア 産業・企業生産性向上

人的資本 融合領域（文理融合・異分野融合）

特定研究

政策評価（EBPM）

研究プログラムの 構 成
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産業・企業生産性向上

2023年9月	23-J-036
従業員の高齢化がイノベーションと生産性に及ぼす影響に関
する実証分析
■深尾	京司	FF、金	榮愨（専修大学）、権	赫旭	FF
■プロジェクト：東アジア産業生産性
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j036.pdf

人的資本

2023年9月	23-J-032
営利・非営利企業間賃金格差：介護産業の事例から‐教師付
き学習を用いた労働者間異質性の探索
■殷	婷	F、川田	恵介（東京大学）
■プロジェクト：コロナ禍における日中少子高齢化問題に関する経済分析
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j032.pdf

政策評価（EBPM）

2023年9月	23-E-068
The Effect of Silent Eating during Lunchtime at 
Schools on the COVID-19 Outbreaks
日本語タイトル：学校給食時の黙食がCOVID-19の感染に与
える影響
■高橋	遼（早稲田大学）、伊芸	研吾（慶應義塾大学）、津川	友介（カリ
フォルニア大学ロサンゼルス校）、中室	牧子	FF
■プロジェクト：日本におけるエビデンスに基づく政策形成の実装
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23e068.pdf

特定研究

2023年10月	23-J-037
変容するEUの対中戦略―経済安全保障分野を中心に―
■鶴岡	路人（慶應義塾大学）
■プロジェクト：グローバル・インテリジェンス・プロジェクト（国際秩序
の変容と日本の中長期的競争力に関する研究）
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j037.pdf

その他特別な研究成果

2023年9月	23-J-033
「科学技術スキル」と「対人サービススキル」の2種の職業スキル
が日本の労働市場においてどう評価され、またそれが男女賃金格
差や非正規雇用による人材の不活用にどう結びついているのか
■山口	一男	VF
■プロジェクト：なし
■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/23j033.pdf

2023年10月	23-P-020

【WTO等国際通商判例解説㊷】韓国－労働組合法事件－自由貿
易協定における労働問題の包摂とその動態－
■関根	豪政（横浜国立大学大学院）

■プロジェクト：現代国際通商・投資システムの総合的研究（第VI期）

■https://www.rieti.go.jp/jp/publications/pdp/23p020.pdf

2023年9月6日

【DXシリーズ（経済産業省デジタル高度化推進室（DX推進室）連携企画）】
アニメ制作現場の未来：画像生成AIを利用するにあたって
◆	スピーカー:	 	櫻井	大樹（株式会社サラマンダー	ピクチャーズ	代表取締役）
◆	コメンテータ:	 	堀	達也（経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課	総括

補佐）
◆	モデレータ:	 	木戸	冬子（RIETIコンサルティングフェロー	/	情報・システム研

究機構	特任助教	/	国立情報学研究所	客員研究員）

ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）紹介

BBL セミナー開催実績

ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）は、RIETI	の研究に関連して作成され、政策をめぐる議論
にタイムリーに貢献する論文等を収録しています。RIETI	ウェブサイトからダウンロードが可能です。なお、
ここに掲載されている所属・役職は執筆当時のものです。

BBL（Brown	Bag	Lunch）セミナーでは、国内外の識者を招き講演を行い、さまざまなテーマについて
政策立案者、アカデミア、産業界、ジャーナリスト、外交官らとのディスカッションを行っています。なお、
スピーカーの所属・役職は講演当時のものです。

本年もRIETI	Highlightをよろしくお願いいたします。
新しく着任された研究員の方へのインタビュアーを務め
ておりますが、長年在籍している職員（←私）が見落として
いるRIETIの良さに気づくことができて新鮮です。
次号はRIETI	Highlight100号記念号となります。まだ詳
細は明かせませんが特集でビッグネームが登場するかもし
れません。ご期待ください。（谷）

新年おめでとうございます。本号では特集のほかに
Research	Digestに力を入れて2本掲載しました。専門的
なペーパーの論点を少しでもわかりやすく紹介できていれ
ば幸いです。本年もRIETIの活動を皆さんに知っていただ
けるよう、頑張ります。（湯）

明けましておめでとうございます。
宇南山卓ファカルティフェローが日経・経済図書文化賞お
よびサントリー学芸賞を受賞されました。BBLセミナー開催
報告「現代日本の消費分析：ライフサイクル理論の現在地」
の記事を担当したので、うれしい知らせでした。（岡）

編 後集 記
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